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第４３回平成２４年３月与謝野町議会定例会会議録（第１１号）

招集年月日 平成２４年３月２６日

開閉会日時 午前９時３０分 開会 ～ 午後４時４９分 延会

招集の場所 与謝野町議会会議場

１．出席議員

１番 野 村 生 八 １０番 山 添 藤 真

２番 和 田 裕 之 １１番 小 林 庸 夫

３番 有 吉 正 １２番 多 田 正 成

４番 杉 上 忠 義 １３番 赤 松 孝 一

５番 塩 見 晋 １４番 糸 井 滿 雄

６番 宮 﨑 有 平 １５番 勢 旗 毅

７番 伊 藤 幸 男 １６番 今 田 博 文

８番 浪 江 郁 雄 １７番 谷 口 忠 弘

９番 家 城 功 １８番 井 田 義 之

２．欠席議員（な し）

３．職務のため議場に出席した者

議会事務局長 秋山 誠 書 記 土田 安子

４．地方自治法第１２１条の規定により、説明のため出席した者

町 長 太田 貴美 教 育 長 垣中 均

副 町 長 堀口 卓也 教育委員長 白杉 直久

企画財政課長 浪江 学 商工観光課長 太田 明

総 務 課 長 奥野 稔 農 林 課 長 永島 洋視

岩滝地域振興課長 中上 敏朗 教育推進課長 土田 清司

野田川地域振興課長 小池 信助 教 育 次 長 和田 茂

加悦地域振興課長 森岡 克成 下水道課長 西村 良久

税 務 課 長 植田 弘志 水 道 課 長 吉田 達雄

住民環境課長 朝倉 進 保 健 課 長 泉谷 貞行

会 計 室 長 飯澤嘉代子 福 祉 課 長 佐賀 義之

建 設 課 長 西原 正樹
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５．議事日程

日程第 １ 議案第３７号 平成２４年度与謝野町一般会計補正予算

（質疑）
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６．議事の経過

（開会 午前 ９時３０分）

議 長（井田義之） 皆さん、おはようございます。

けさは思わん雪が降ったりしまして、ただ、大雪にならずに済んでよかったかなというふうに

思っております。前に彼岸に降ったことを私も覚えとるんですけども、その後というのは余りな

かったんやないかなと思います。

雪はまだそういうことで無事おさまったんですけれども、またガソリン等が上がっております。

どこまで行くのかなと、田舎の場合には車が移動できなければ、我々の仕事もそうですし、ボラ

ンティアもなかなか大変だということで、ガソリンの値上がりについては大変心配されるところ

であります。

そんな中でありますけれども、きょうまた１日、皆さん方にお世話になります。スムーズな質

疑でよろしくお願いをいたします。

なお、お手元に日程しっかりと書いておりますけれども、ここまで行くかなということも考え

ながら出させていただきましたので、よろしくお願いいたします。

ご報告しておきます。足立代表監査委員さんから欠席の届けが出ております。

ただいまの出席議員は１８人であります。

定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。

本日の会議は、お手元に配付しております議事日程に従い進めます。

日程第１ 議案第３７号 平成２４年度与謝野町一般会計予算を議題とします。

本案については、既に質疑に入っておりますので、質疑を続行します。

質疑ありませんか。

１５番、勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） おはようございます。それでは、一般会計第２回目の質問をさせていただきます。

まず、商工観光課長にお尋ねをいたします。

予算書では２０７ページになりますけれども、２４年度を見てみますと、数年前からの丹後観

光キャンペーンですね、丹キャンの負担金が大きく今年度減っておると。私はかねてから、この

負担金は多過ぎると、適正な入り込み客の数字が反映されてないと、こういうように思ってまい

りましたが、ことし特にこのことが減ったというのは、課長、どうですか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 皆さんおはようございます。それでは、勢旗議員の質問にお答えしたいと思

います。

ご指摘のとおり、金額が１５０万円余り減額になっております。本件につきましては、過去に

もご報告を申し上げたというふうに思いますけれども、いわゆる合併がこの数年間続いている中

で、激変緩和という措置をとっておりまして、与謝野町におきましては、いわゆる人口割という

ものがございまして、その中には町と市という区分けをしております。３００万と１５０万とい

う区分けでやっておりましたけれども、５年経過をした段階から、この部分につきましては、や

はり激変緩和、もとに戻していただきたいということでずっと要望しておりました結果、今回、

京都府の減額にも伴いまして、与謝野町がそのままくくりとして与謝野町という形の中で町負担
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の１５０万円になったということでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この団体は、情報公開請求をしても情報公開がされないので、我々はかったにわ

からんわけですけども、この入り込み客の数字も当然反映してると思うんですけど、そこは関係

ありませんか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 均等割という形は、そういう形で町と市の関係で保っておりますが、ご指摘

のとおり人口割と入り込み数割と、それから消費額での過去３年間の平均をとった中での案分で

金額をはじき出しております。

与謝野町の場合は、この３年間の数字からいきますと、入り込み客数は減額しているというと

ころから、若干でございますが減額ということになっております。これは２４年度中にまた全体

を見直すという状況になっておりますので、この２４年の額が２５年に反映されるというかどう

かにつきましては、今後また数字が変わってくる可能性がありますけれども、仕組みとしてはそ

のような形で進めておるところでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） ひとつ課長、実態が反映するように、私どもも入り込み客が、どうも私は課題だ

というように思えて、今でも思ってるもんですから、ひとつ適正な数字の報告をお願いをしたい

と思っております。

次に、１９７ページ、ちょっと後に行って申しわけないんですが、電源地域連絡協議会ですね、

このことについて、商工観光課長にお尋ねしますが、これが原発の関係の配分を受けてる唯一の

ものだろうと私ども思ってるんですけれども、この協議会の現在の役割というのは、どういう格

好になっておりますか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。いわゆる電源地域エリアというくくりになりますけれど

も、そこの中での市町村の連絡協議会を持って、それに与謝野町も参画をしているということで

ございます。基本的には年に１回の総会と、いろんな情報を交換するという場になっております

が、とりわけ電源立地での交付金等々を活用しました、いわゆるまちづくり、いろんな分野での

研修等も計画されておりまして、そういった部分で該当する所管課として、そこに参画していく

というようなこともできるということですし、また、民間の方々につきましても、例えば物づく

り、新商品開発等々いろんなメニューがございまして、そこに参画できる環境も整っているとい

う形の中で、地域内には情報発信を町として行っておりますし、上の組織としましては情報交換

の場としていろんな情報もいただいているところでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） ここの事務局は、経産省の近畿産業局ですね、ここが事務局をおやりになっとる

ということなんですが、ここにはそれぞれ電力会社からはどのぐらいの金が入っとると、このよ

うに理解したらよろしいか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 全体的な収支の関係につきましては、私の認識しているところでございます
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が、その負担金の中で処理をされているというふうに思いますが、与謝野町もそれだけの負担を

しているわけですけれども、企業側がどこの部分にどれだけの金が負担金として入れられている

かということにつきましては、まことに申しわけありませんが、私の認識の中には、今ございま

せんので、答弁ができません。済みません。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 課長の答弁を先ほどでは、いろんな新商品の開発も含めて、この電源地域の補助

を使ってやれることがあるということでございますので、ぜひひとつ、そういったことがこの与

謝野町にもプラスになるように、ぜひとも取り組みをお願いしたいと思っております。

次に、双峰公園についてでございますが、いろいろご苦労いただいておりまして申しわけない

部分もあるわけですけれども、３月１３日の京都新聞を見ておりましたら、いわゆる人材育成や

地域再生のアイデアということで、大学を中心にしていろいろ取り組まれて、いわゆる観光ルー

ト開発がされたということで評価がされている記事がございました。これ、新聞では大江町側と

いいますか福知山市と宮津市の側ということだったんですが、与謝野町はこれにかかわっていな

いというのはなぜかちょっとわからないんですけど、その辺はどうでしょう、課長。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。私の認識の中では、残念なという言葉になってしまうん

ですが、中心的に旧大江町を中心とした大江山開発がどうしても先行しておりまして、大江山全

体は一本なんですけども、いろんな企画の見方として、余りこう目立たない与謝野町側としての

商品開発については、残念ながらピックアップされなかったというふうに思っています。しかし

ながら、大江山観光開発協議会も含めた組織の中では、やはり一体ということについては認識し

ておりまして、その中でのそれぞれの役割を十分発揮できるように進めていきたいなというふう

には思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 今、課長のほうから答弁をいただいたわけですが、私がちょっと今、不満に思っ

ておりますのは、観光協会のブログを見ますと、今、大江山観光協会が目を向けていらっしゃる

のは、もう、いわゆる現在の双峰公園からのルートでないんですね。私そこのところはどうも一

つわからないんですけれども、町の商工観光課と観光協会と、大江山の開発についてはどういう

ふうな方向で調整をされておりますか、その辺をお願いします。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 町の考え方も以前から申し上げておりますように、双峰公園と加悦の山の家

を結んだルートをこの与謝野町においての大江山の自然に親しんでいただけるような商品の開発

を行っていくということで、観光協会にも訴えておりますというか、そういう方向で計画をして

ほしいということを言っております。

ご指摘のとおり、現在は双峰公園をスタートとした形は現在のところ商品としてはございませ

ん。一応、今、観光協会では、大江山の周辺のネイチャーガイドを積極的に取り組んでいただき

まして、この２年間で十数名のネイチャーガイドが育成されているというふうに認識しておりま

す。しかしながら、大江山の鬼の岩屋周辺までのルートの中での商品ということで、なかなか双

峰公園まで到達するような形のものができておりません。ここが今後の課題だというふうには認
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識しておりますけれども、今後はそういったルートが構築できる、例えば双峰公園に到着した段

階で、山の家のほうに輸送するような形や、逆ルートも考えながら、実際に参加される方の足を

考えた形の中で、このルートづくりは必要かなというふうに思ってますけれども、ご指摘のとお

り双峰公園側の企画ができてないのは現状でございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） ひとつ課長、その辺いろいろご苦労いただいておりますけれども、さらに観光協

会とも十分な連携をとってお願いをしたいと思っております。

次に、ちょっとページがはっきりしないんですが、これは以前、課長に申し上げましたが、い

わゆる福知山市の三和町の部分に、いわゆる双峰公園の看板が立っております。それで、このこ

とは放置されておるんではないかということで課長に申し上げましたところ、十分認識していな

かったような答弁だったんですが、この間、私、見てみましたら、全く同じこと。これはちょっ

と課長、ひどいんじゃありませんか。本当に宣伝をするということなら、もう少し力を入れて、

課長が行かれてもだれが行かれても、どうなっとるんだと。やめるならやめるでよろしいよ。今

でも「与謝野町」という字だけ大きなのが、看板の半分だけ出てて、これでは効果はマイナスだ

と思うんですけどね、そこのところを課長どういう認識をされておりますか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。議員ご指摘がございました段階で、現場確認もさせてい

ただきました。担当レベルにはこの合併段階の経過の中で、看板の見直しということにつきまし

ては、全町を挙げてやろうということで、とりわけ私どもは施設管理をたくさんしておりますの

で、いろんなところに看板があります。そういった中で、実はあそこも撤去の計画をしておりま

した。しかしながら、設置段階で基礎工事も含めて、非常に丈夫なものが設置されておりまして、

底のコンクリートを置いたまま撤去していくということは簡単なんですが、やはり公共の事業と、

今のこの時代の中で、環境というのを考えたときには、底の定物も撤去ということになりますと、

莫大な金がかかるということでございます。それは言いわけになるんですが、財政的には非常に

厳しい状況でございまして、結果的には放置をしているという状況でございますので、気にはな

っておりますが、何とか早く処理ができたらなというふうには思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 課長、その看板を撤去されるということも一つの方法です。おっしゃるように非

常に鉄骨の強固なものなんですね。しかし、そこに今、看板を書いたらいいというんか、それだ

けのことと私は思うんですけどね。今「与謝野町」という大きな字だけ書いてある。これでは私

は効果は出ないと思うんですよ。それで、その辺をもう一遍見直していただいて、何かそれ、ち

りめん街道でもどこでもいいし、今、町が最もやろうとしておることを、せっかくあれだけの場

所を確保しておるんですから、私は書く必要があると思うんですけどね。ぜひひとつお考えいた

だきたい。

それから、産業建設常任委員会に、商工観光課から出された資料を見ておりますと、いわゆる

実践型地域雇用創造事業について書かれておりますね。この中では検討するというふうに書いて

あるんですが、２４年度に今年度が初年度ですね。３月５日にこれはもう第１回の締め切りが終

わっておりますが、いろいろ内容を見てみますと、私は本町にとっても非常にプラスになること
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があるという気がするんですよ。それで１８年度でしたか、課長が、私は余り評価しとらんと申

し上げた地域雇用創造事業に取り組まれて、立派な冊子ができました。それから、それだけの実

績があるわけですから、今度の中小企業振興基本条例に至るまでの、そこのところを考えますと、

私は積極的にこの事業に取り組むべきだと、課長のほうも実践型が必要だということをお書きに

なっとるんですから、その検討というのが、そこでとまっとるということがちょっと不思議な気

がするんですけどね、そこのところどうですか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。本件につきましても、勢旗議員のほうからは機会あるご

とにご質問をいただいております。私どもとしましては、全く議論してないわけではなくて、い

ろんな形で議論をしてまいっております。ですから、結果的には現在進行形ということでござい

ますが、いわゆる言われたとおりの流れの中で、また総合計画の中でも進めていくんだというこ

とで、結果的には今現在、進行形と申し上げましたけれども、この間に具体的に取り組むべく、

一つのメニューを考えておりました。非常に国の有利な交付金もいただけますし、取り組むこと

によって、地域活性化につながるんだろうというふうに私も確信をしておりますが、そこへ持っ

ていく体制づくりにつきまして、もう少し時間をかけないと、スタートをしたは結果的に効果が

出ないということではない形の中で、体制づくりをきちっと整えた上で申請をしていくと。

もう１点は、また、そのメニューが今後の活性化に、雇用対策に、雇用創造につながっていく

かということも議論していきたいということでございまして、そのメニューについては、一つ温

めてはおりますけれども、思い切ってその一つ先に入っていけない状況にあるということでござ

います。

そんなわけで、創造協議会、実は２９日に開催する予定をしておりまして、そういった中でも

恐らくそんな議論があるんかなというふうに思いますが、もう一つ、ゴーというロケットに火を

つける段階を、どうその時期を判断するかということと、そしてそのメニューが正しいかという

あたりについては、議論しておりますけれども、まだ表に出てないという状況でございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 課長、私は、この課長が最も評価されてきましたこの事業を、これから地域雇用

創造事業がやっぱり発展をしていく、中小企業振興基本条例と密接に連携しているというように

考えますと、当然、私はここに、事業に行かないと、うそだという気がするんです。ぜひひとつ、

おろしていただきたいというように思います。

それでは、商工観光課長に最後の１点をお尋ねします。産業振興ビジョンを見てみますと、農

業についての、全く統計部門を除いては記述がないんですが、今度の中小企業振興基本条例の中

で、一つ評価されてる点は、いわゆる農業との関連がはっきりと記述されたんですが、振興ビジ

ョンにはないと、しかしこの中小企業振興基本条例では農業というのは評価されてあると、ここ

については矛盾はありませんか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。その点につきましては、この経過の中で、産業振興ビジ

ョンを策定するあたりについては、連携という部分につきましては共有をしておりましたけれど

も、農業施策に対して、いわゆる商工観光課分野の中だけで議論することが正しいかどうかとい
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うことで、違った形で議論をしながら、それをビジョンといいますか、産業振興会議の中で議論

いただけるような形を、方向性とかそういう部分について議論していただける環境を整えていこ

うと。

農業施策については、農業分野の中で議論していただいた中で、共有を図っていきたいと、い

わゆるそれが全体の産業ということになるんですけれども、結論からいいますと、矛盾をしてい

るかといいますと記述的には余り共有がされていない形になっておりますけども、いわゆる今後

に取り組みます事業の中には、条例の中にもきちっとその辺は明記しておりますので、メニュー

の中で当然、今度は産業振興会議のメンバーを募っていくわけですけれども、そういう人たちも

十分配慮しながら組織立てをしていく準備をしておりますので、その中で議論していきたいとい

うように考えております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） ちょっと後先になって、あっち行ったりこっち行ったりで申しわけないんですが、

４９ページに国道のツバキ環境整備委託料、これ建設課長かなと思ってるんですが、これは滝か

ら与謝にかけての１７６の道路の東西といいますか、両ふちにツバキが植栽をされておりますの

で、これの環境整備かなという気はしておるんですが、この辺のちょっと状況の予算化をされた

背景といいますか、そこのところをお願いできませんか。課長ですか。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 勢旗議員のご質問にお答えいたします。今、４９ページの町の花と木の普及事業

ということで、国道のツバキ環境整備委託料３０万というのを計上させていただいております。

これにつきましては、町の花木でありますツバキ、いわゆる今おっしゃいましたバイパス沿いの

ツバキの剪定ですか、そういったものをさせていただきたいと思って、夏になりましたらツタみ

たいなものがたくさん絡まりまして、なかなかツバキの姿が見えないというような状況もありま

すので、そういった意味で環境整備としておりますけれども、そういったものを取り除くという

のがこの予算になっております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 椿サミットのお話を聞かせていただきまして、これを本町で数年後に開催という

ことになりますと、これ非常に重要なポイントになると思うんですが、現在あの中ではもう数本

が枯れてますね。その分は植えかえていただくとか、植えかえられるとか、あるいはそのことも

含めて今、夏の草を刈るというお話でございましたけれども、もう少し延長されるというような、

そういうふうな計画というのは、この椿サミットまでも含めて、その辺は課長、どうですか。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 椿サミットが開催されますまでには、今、勢旗議員がおっしゃいました枯れてる

やつもあるといったものもございます。そういった現状も把握いたしまして、今年度は３０万と

いうことですけども、今後に向けて整備がしていきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 総務課長さんにもう１点お尋ねするんですが、２４ページでしたか、屋外広告物

の規制がございますね。これは課長のところが所管かと思ってるのがそうではないんですか。建

設課ですか。あ、そうですか。これはこれでいいんですけれども、私以前、今、町が立ててる看
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板ですね、屋外広告物、これ自体がもう手を加えないといけないようになってるところが相当あ

るんですけど、それを町長に一般質問でお願いしましたら、何かお考えいただくような話だった

んですが、今年度の予算の中でそういった分が生かされてる分がありますかどうか、ちょっと課

長のところと商工観光課と総務課ぐらいかと思っておるんですが、どうでしょう。いわゆる今あ

る看板で町が立ててるのがありますね。しかし全く絵が消えてる、字が消えてる、そういう分が

あるんですけれども、それの改善を今年度の予算に出てるところはありますか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 私たちの所管につきましては、とりわけユースセンターの関係で、国道から

の誘導看板があるというふうに皆さんご存じかと思いますけれども、それが非常に見えにくいと

いう指定管理からの要望がございまして、修繕の一つとしての計画の中に上げておりましたので、

ことし実施がしていきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それぞれお考えいただいている部分もあろうかと思いますが、一つそういった部

分もこれからの中でお考えいただきたいと思っております。

それでは、せんだって浪江議員さんからも質問があったわけでございますが、１６１ページで

すね、住民生活に光を注ぐ交付金、ちょっとどなたのところがご担当かわからんですが、この地

域活性化交付金についてお伺いをしておきたいと思っております。幾つかの案について検討され

て、この案になったと思っておるんですが、その辺のお話が少し報告いただけませんでしょうか。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

土田教育推進課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。ちょっと答弁になるかどうかちょっとあれなんですが、

１６１ページについての光を注ぐ交付金の事業でございます。この事業で２５０万計上させてい

ただいております。この内容については、適応指導教室の指導員の賃金ということで、２名分の

賃金のほうを上げさせていただいております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） そのことについては、浪江議員さんからこの間、質問があってお答えいただき、

適応指導教室はわかってるんですけれども、私はこの国がおっしゃっておる要綱を読みますと、

いわゆる今まで光が全く当たって来なかった、そういった部分をこれで何とか拾い上げたいと、

こういうふうに読んだもんですから、したがって、この例示を読みますと、ＤＶ対策であります

とか、児童虐待であるとか自殺予防等の弱者対策、技術支援等というふうなことがうたわれてお

るんですが、この適応指導教室は、これはもう町としても今までの重要な位置づけをされて要綱

もございますし、それで実績として私は上がってきていると思うんですけど、このものをここに

持っていかれたことは、私はどうもちょっと、もう少しお聞きしたいなと思って今これ質問をし

ておるんですけれども、もっと幾つかこれに至るまでにはそういうテーマがあったんではないか

ということを少しお聞きしたかったんですけど、そこのところは課長、どうでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） 住民に光を注ぐ交付金につきましては、取りまとめのほうは企画財政課のほ

うでさせていただいております。これにつきましては、基本的に国からの交付金を活用して、住
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民の皆さんに新たな視点で光を注ぐ、主にソフト事業的なものに活用させていただくということ

で進めてきております。

今、議員おっしゃいますように、今の適応指導教室の関係もそうでございますし、それから、

農林課が実際には行っております間伐材を利用した事業ですとか、あるいは聴覚障害者の方への

防災情報などの緊急情報をお知らせすることですとか、これらを２２から２３年に繰り越した分

で２３年度に行わさせていただいている分ですとか、あるいは一たん基金に積みまして、それを

取り崩す形で今回の予算のように２４年度に計上させていただいている分があるということでご

ざいまして、これはこの交付金が出てきましたときに、いろいろと庁内で検討させていただきま

して、今必要なことへ配分していこうということで、メニュー的には今、一部申し上げましたけ

れども、そのほかにもいっぱい用意させていただいたというように思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） その辺のお話、聞かせていただいたので、わかりました。幾つかのことについて

検討いただいたということなんですが、それでは、この適応指導教室について、ちょっとお尋ね

をしたいんですが、現在、町の適就ですね、町の適就委員会というのはどういう状況になってお

って、どのように開かれておりますか。

議 長（井田義之） 土田教育推進課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。今「適就」という言葉はもうありませんので、「就学指導委

員会」ということで旧町単位でそれぞれ組織を持って会議を持っておるということでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） これ自体はこれで大きな問題なんで、だから私、学校に不適応の問題とか、ある

いは不登校を考えますときに、特に今回は家庭から足を運ばないということで、子供さんのとこ

ろへこちらから出向いていかれるということにお聞きをしたように思うんですけれども、親子あ

るいは、その指導者の側の信頼関係が成り立たないと、私これ、なかなか難しいと思うんですけ

れども、現在こういったことを未然に防ぐというのは、一体、学校ではどういう指導をされてお

るのか、そこのところがありましたらお知らせをお願いしたいんですけど。

議 長（井田義之） 土田課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。なかなか未然に防ぐというのは困難な状況でございます。本

町においても、以前、率等いうんですか、数も報告させていただいたんですが、特に中学校の場

合については、国平均、それから府平均より上回っております。不登校、年間３０日以上それか

ら１００日以上等の生徒がおります。

学校のほうもそれぞれ体制を組んで、保護者と連携をとって指導に当たってるんですが、なか

なか登校ができないという生徒がおります。そういった面で、今度「トライアングル」適応指導

教室を昨年度開設しました。そういうことで、そういうトライアングルの指導員とも連携をとっ

て、今度は家庭に向けてそういう学校に復帰できるように進めていこうという取り組みも行って

おりますし、それから、臨床心理士も加わって、昨年度からそういう形でそれぞれ家庭、それか

ら生徒、それと学校ということで、そういうふうに対策は練ってるんですが、なかなか減らない

というのが現状でございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。
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１ ５ 番（勢旗 毅） 課長、自宅をこちら側から足を運んでいくということについては、この問題につ

いては指示者の中でもなかなか意見が分かれてるんですね、資料を見てみますと。あくまでも再

登校を促すことが目的だというように考えますと、心の安定感といいますか、そういったことを

与える必要があるんですが、この予算で、これは課長、大体できるということなんでしょうか。

議 長（井田義之） 土田課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。この予算ではなかなか困難でございます。今、数字的なもの

をいいますと、小学校で２０日以上の欠席児童が２名、それから中学校、３中学校なんですが

３２名、そのうち３０日以上の欠席児童が２名、中学校は２８名ということで、渋りがちの生徒

もおりますので、こういう状況なので、なかなかこの予算では難しいなというふうに思っており

ます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それぞれのご家庭では、大きなこれはもう家庭の課題といいますか問題だと思っ

ておりますし、それで、非常に頼りにしてらっしゃるようなんで、一定の予算を確保しながら、

ひとつ十分対応していただきたいと思っております。

それでは、町長に１点質問して終わりたいと思っておるんですが、以前、町長、菜の花プロジ

ェクトということで予算化をされましたことがございましたね。それで、菜の花を栽培するとい

うことにはならなかったわけですけれども、それがいわゆる町の所有する自動車の燃料に使って

いく、あるいはその後の２１年度にはＢＤＦのいわゆる給油施設、こうしたことにつながってき

たと思うんですが、ここで私はこれは終わったんかなと思っておりましたが、最近の情報に接し

てみますと、いわゆる原発の事故の起きたスリーマイル島、あるいはチェルノブイリでの原発の

大事故で放射能がまき散らされた、そのことについて日本からＮＰＯの方がいらっしゃる。ＮＧ

Ｏかもわかりませんが、いらっしゃるんですが、そこで、この菜の花を栽培をすることが、いわ

ゆる放射能を吸収をし、また土壌中の放射能を減らせると、こういうお話になっておりまして、

国会でも菜の花議員連盟がつくられたと報道されとるわけですが、この菜の花プロジェクトを町

長としては当初、先進的に取り組まれたんですから復活されるということはございませんか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 菜の花プロジェクトにつきましては、いろいろとＮＰＯの方たちとの話の中で、

そうしたとこからとったあれを、今度はグリーンといいますか畑へ返していくというような発想

の中で、そうしたものに取り組んでいきたいということがあって、一つのそれに対する補助をさ

せていただいたという経過がございます。

今おっしゃったように、ヒマワリもそういうことがあるということで、初めヒマワリでやりま

したけれども、なかなかヒマワリは種子をとって、そして油を搾るというところまでの作業が非

常に難しいということで、そうした中で菜の花ということも出てきたと思っております。

今、それぞれのグループで菜の花をやるのか、また、その経過も含めてヒマワリをやるのか、

その辺のところのまだ方向性というのは決まっておりませんけれども、ヒマワリも放射性、そう

した物質を吸うということだったですけれども、そうではないということが最近わかったようで

すし、それが菜の花だったらいいのか、その辺のところはちょっと少し、どういうものがいいの

か、対放射能に対しましては。そうではなしに、与謝野町で取り組んだのは、その植物からそれ
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をまた畑へ返していく、その一連の流れの中でオイルを利用すると、こういうことだったという

ふうに思っておりますし、これらについても今後の一つ課題といいますか、研究課題となると思

いますので、皆さん方のよくご意見を聞きながら、町としてどういう方向で進めていくのか考え

させていただきたいと思います。

１ ５ 番（勢旗 毅） はい、終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１７番、谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） それでは、新年度の予算につきまして、何点か質問させていただきます。

まず最初に、予算というのは、新年度に当たりまして町長の思いがその予算に反映するんであ

ろうというように思っておりますけども、しかし、やっぱり過去の反省を含めて、要するに効果

のない事業はやめていくと。また、住民ニーズが高い新しいものを取り入れていくと、いわゆる

スクラップ・アンド・ビルド、こういうことだろうと思います。漫然と過去のものを引きずって

いくほど財政の余裕はないのではないかなと私はそう考えております。しかし、予算も非常に硬

直化しております。フリーハンドで使えるお金は非常に少なく、また、後世にツケを回す借金も

当然限界に来てるんではないかなというように感じております。

そういった中、町長は、この平成２４年度の予算で、通算７回目の予算編成をされたんではな

いかなというように思っております。総合計画に基づいて、まちづくりは進めておられるといえ

ども、この折り返しの時点、今この点について、今までこの７回の予算編成の中で、町長はこう

いうことはできてるんではないかなと、ベンチマークとかいうようなこともございますけども、

ご自身でこういう点はできておるけども、少しこういう点はまだ足りないなと、こういうことが

思われてることがございましたら、提案説明をされておられますけども、町長ご自身の言葉でお

聞かせをいただきたいと、このように思っております。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今回７回目の予算編成ということでございまして、その中で特に今までやってき

ましたのは、やはり総合計画の具体化、基本計画等に基づいて進めていくということでしたけれ

ども、今回の予算編成は特に、昨年に起こったああいう東日本の大震災を受けまして、今までは

単に地震、一番初めはそういう大雨なんかによる災害の対策、そして地震等の対策、そして今回

大幅な見直しを余儀なくされております、そうした津波や原発というふうに、やはり時代のとい

うか、年を経るごとにグレードアップしていくというか、やはり課題が多くなってきているとい

うふうに思っておりますし、それらに少しでもこたえるべく、安心・安全のためのそうした基本

的な考え方をもとに、それらを充実していくということが、特に今回の予算編成の中では、私自

身は大きくとらえております。

そうした安心・安全の中でも、マニフェストに上げておりました１０項目といいますのは、大

体が今、与謝野町にとってこれから先のことを考えると、今、一つの手を打っておく必要のある

ことだというふうに私自身が認識をして、具体的に項目を１０項目挙げてやらせていただきまし

た。それらにつきましては、まだまだこの７年目を迎える中では充実あるいは組み立てていかな

ければならない課題が非常に多くあるというふうに認識しております。

それらを達成するための一つの手法として、今どうしてもしなければならないこと、あったら
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いいなと思うようなことについては変えていく、通年的な計画でもって進めていくというような

考え方で、手法としてはいつも挙げておりますように、四つの考え方、共有していく、共生して

いく、また循環型の経済を構築していくというような、協働でしていくという、そうした考え方

を基本に、そうしたことを進めていく組み立てをさせていただいたというふうに思っております。

その中では、当然、一たんやり方の中ではそれを凍結するといいますか、一たんスクラップす

るという、また、それに対する違った形での事業をアップしていくという、そうした考え方の手

法でもって進めさせていただいております。そうしたことの中で、本年度の平成２４年度の予算

編成をさせていただきました。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 昨年は、日本全国３．１１こういう大災害がございましたので、日本全国どの町

も、やっぱり安心・安全なまちづくりということは主眼に置かれ、いろいろな防災対策を、これ

もお金がたくさんかかることですけども、そういう形で進んでおることは間違いないというよう

には思いますけども、それと、過去からずっと見てみますと、やはり気になるというか、特徴的

なのは、やはり福祉ですね、これが非常に充実をされてきたんではないかなという点が一つ考え

られます。

もうその反面、やはりいろんな議員さんもおっしゃられてますけども、産業振興ですね、これ

がなかなか、これは私も何度か申しましたけども、なかなかそう一長一短に難しい問題ではある

と思います。京丹後市の赤坂工業団地ですか、膨大な土地が工業団地がございますけど、これも

なかなか進んでないようでございますし、やはりこの地方で新たな産業や企業誘致というのは非

常に難しいというように感じております。しかしながら、やっぱり経済は生き物ですから、産業

振興会議ですね、若い方に私はぜひとも頑張っていただいて、みずから行動を起こすような形で

進めていっていただければ非常にありがたいなというように思っております。

そこで、ちょっと雇用についてお尋ねをしたいなというように思います。以前、福祉も産業で

あるというようなことはおっしゃっておられました。私も言ったかもわかりません。今般の中小

企業の振興会議というのも、名称を変えて「産業振興会議」という名称に変わりました。これは

一つはやっぱり福祉も産業であると、農業も産業であるというような観点からこういう名前が変

わったんではないかなというように思っております。

私ちょっと与謝野町の統計書いうのをネットでちょっと検索しまして、こういう分厚いやつが

今ネット上でありますけども、この中で雇用というところをちょっと見させていただいたんです

けども、このデータを見ますと工業部門は３０％から４０％ほど従業員数というか雇用者数が減

っておりますね、ちょっと古いデータではありますけどね。小売業、卸業ではそんなに減ってな

いと。しかし、福祉関連ですね、これの従事者が一体どれぐらいふえておられるのかどうか、こ

れ平成１８年の資料ですので大変古くて、新しいそういうデータをお持ちであれば、ぜひお聞か

せをいただきたいなというように思ってます。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） 今、福祉の関係についての従事者ということでご質問をいただきました。私のほ

うの資料もちょっと手元にはきょう持って上がってくるのを忘れたんですが、私の頭の中では、

現在、福祉の関係は医療関係を除きまして３５０名の方が従事をしていただいている。これは正
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職員の従事者ということでありますので、これプラス臨時の職員もかなりあるというように思い

ますので、ちょっと資料を持って上がってくればよかったんですが、今、私の頭の中にあるのは

その数字です。この人数についても２２年当時のデータでして、２３年にも新たな施設等がふえ

ておりますので、その分についてはまだ若干この中にカウントしておりませんけれども、今の状

況としては、大まかな数字としては以上の数字でございます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） このデータによりますと、総数が１万６７人になってるんですよ、平成１８年で

ね。一番多いのは製造業で３，４０１人、その次が卸小売業で１，８９３人、３番目が医療・福

祉なんですね。１，０２９人という数字になっております。これ平成１８年がこれですから、私

は今現在、この１，０２９人がいかほど伸びてるんかなというのはちょっと知りたくて質問をさ

せていただきました。

いろんな施設ができておりますから、当然、福祉関係で働いてる方がふえてるんではないかな

というような感じがしてます。先ほど三百数十人というようなお話もちょっと聞かせていただき

ましたけども、もう少し医療・福祉で近年のデータがありましたら、ぜひ調べていただきたいな

というように思ってます。

それと、今回この加悦加工場の跡地で、福祉施設ができますけども、福祉・医療の分野では非

常に人材が不足していると、不景気だ不景気だと言われてる、仕事がないないと言われてる中で、

この医療・福祉の関係では非常に人材が不足していると、こういうように聞いております。今回

のその福祉施設ですね、加悦加工場にできる福祉施設、これ大分前ですけども、募集のチラシが

こういうのがちょっと入っておりました。このチラシがありますけれども、この福祉施設ですね、

雇用の状況はどうなっておるのか、わかってる範囲で結構ですのでお聞かせいただきたいと。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） この雇用の状況です。今までから地域共生型の施設ができれば、大体８０名から

９０名の方がここで新たな雇用が生まれるということを聞いております。そういった中で、この

福祉施設、全部そろって、この募集いうんか説明会をされて、多くの方が見えられておりました。

そういったことで、今、新しくされる施設等については、一定もうことし予定としてはその施設

全体が９月３０日完成ということで進んでおりますし、雪等の影響で若干おくれる、今年中に完

成できたらなというようなことを進めておられますけれども、その施設ができたら、それから雇

用というのではなしに、もう既に研修等も含めて雇用されとる事業所もあります。

そういったことで、今申し上げました８０名程度の雇用に対して、どこまで雇用が進んでいる

かということは、それぞれの施設からお聞きしておりませんけれども、もう施設ごとにやはりも

う既に採用されて、先ほど言いましたように研修をされとる部分もございますので、そのオープ

ンに向けて着々と進めていただいているというようなことはお聞きをしております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 実態がどうであるか、ちょっと課長の口からお聞きをしたかったんですけど、こ

れによりますと、募集人員が介護職員常勤２０名、看護職員常勤３名とこういうぐあいに募集を

されておられます。これは一体埋まったのかどうか、大変ちょっと気になっておりまして、そこ

のところ課長、わかりませんかね。
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議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 大変、今、募集の内容も言っていただきましたけれども、私どもとしては最終的

について、今の段階での人数等をお聞きしておりませんので、また調べまして報告させていただ

けたならというように思っております。

それから、先ほど申し上げました福祉従事者の関係なんですが、これは私が申し上げましたの

は、町内にある事業所での働いていただいている人数ということでございますので、町外のほう

にもいろんな施設のほうに働いてもらっておりますので、そういった方については、私が申し上

げました数字の中には入っておりませんので、先ほど議員さんが紹介していただきました多くの

人数が福祉に携わっていただいているということで、私の申し上げましたのはあくまでも町内で

働いていただいている町内にある福祉事業所で働いている正職員の数ということでご理解いただ

きたいというように思います。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） こういう職場ですね、なぜ雇用が進まないのかなというように、私はちょっと疑

問に思ってるんですけど、その内容がどうであるのか、例えば介護ヘルパーの資格を持っておら

れる方は、非常に多くの方が持たれてるというようなことをちょっと聞いております。しかしな

がら、そういう方が福祉の仕事に携わっているかというとそうでもないような状況が非常にある

みたいですので、この辺の状況がなぜそういうような状況になってるのか、課長が思っておられ

ることがあったら、例えば賃金の問題なのか、仕事の非常に重労働というようなことで、なかな

か敬遠される方が多いのか、その辺の実態というのをどうなのかご存じであれば聞かせていただ

きたいなと思うんですけど。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） この仕事をされる方の資格等については、やはり介護職が多くなっておる関係で、

やっぱりヘルパーの資格を取っていただかなければならないということがございます。ヘルパー

の資格も２級以上ということになりますと、勉強の面で１月間、それから研修が２週間ほど行っ

ていただかんなんということがあって、かなり多くの時間を費やしていただかなければなりませ

んし、また、欠席をされますと欠席時間等によってはもうこの研修はだめだというようなことが

ございます。そういったことを含めまして、社会福祉協議会のほうとしましても、今までから報

告させていただいておりますように、ヘルパーの研修等について３０名程度、毎年行っていただ

いておりまして、その方が育ってるわけなんですけれども、それプラス一般の研修機関もありま

すので、そういった研修を受けて資格を取っていただいております。

ただ、年齢等の関係がございまして、その研修を受けていただく方については、やっぱり

６０を少し超えた方等もございますので、やっぱり企業側としますと６０までの方の採用という

ことがありますので、研修を受けてもどうしても入りにくいところ等についてはあるというよう

なことがあります。

それと、仕事の内容なんですけども、今現在の第４期の計画を立てたときに、やはり本人さん

の賃金等が少ないということで、最低１万５，０００円程度は月に賃金を上げようということで

国のほうも力を入れて、そういった部分について事業者のほうも支援し、また、介護報酬単価も

上げたというような経過がございますけれども、やはりそれでも報酬単価としてはまだ一般に比
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べるときついという仕事に比べまして報酬単価が少ないというような状況かなというように思い

ます。

しかし、近年はだんだんとこう、若い方もこういった事業のほうにご理解をいただきまして、

就職も若い方、例えば専門学校を出た方等についても就職をいただいているという現状もござい

ますので、そういった方が長く勤めていただけるような事業所の体制なり、また報酬単価がそう

あればいいなというように思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私、所管以外ですので、もう少し福祉課長にお尋ねをしたいなと思うんですけど、

資料の４０ページの同じ関連したことなんですけど、地域福祉空間整備事業ですね、

３，９２０万２，０００円ですか、これも福祉課から資料をいただきまして、利子補給は

８６５万９，０００円、外構工事が３，０００万円、下水道の負担金が５４万３，０００円です

か、この内訳も聞かせていただきました。そこでちょっとお尋ねをしたいなと思うんですけども、

この利子補給ですね、限度額が１億円で２％の範囲内ということでございますけども、今回、八

百何十万ですかね、予算が計上されてますけど、返済期間が関係すると思うんですけども、借り

入れ残高がゼロになるまで利子補給額の総額というのは、一体どれぐらいになるんですか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 今、私どもで計算しております利子補給額の総補給額については、１億

８，６５２万円、１億８，６５２万円を補助させていただくということになっております。一つ

の法人については最高額の１億円になりますし、あとの法人については１億円以内ということで

ございます。この利子についても、福祉法人とＮＰＯと若干、借り入れの利子率等も違いますの

で、そのあたりも含めて、今はじき出した数字が以上の金額でございます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私も以前、質問させていただいた中で、課長のほうもちょっと答弁の中で、以前

は建物コストも全額補助というような形があったんだけど、今回は利子補給ということで補助を

させていただくということはお聞きして、うん、なるほど。京丹後市でもそういう例がございま

したんで、そうかなというようにお聞きをしておりました。

そこで、もうちょっと突っ込んでお聞きしたいんですけども、この施設は要介護の非常に高い

方というか、４から５の方が入居されると、いろいろ家庭のご事情とかも加味されると思います

けども、入居者は６０人というようにお聞きしております。そこで、１人当たりの介護保険から

の事業者収入というのは、一体どれぐらいになりますか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 今までから報告させていただいたこともあろうかというように思いますけれども、

大体、特別養護老人ホームといいますと、お一人当たり大体２５万円程度の換算ということで、

これプラス家族といいましょうか、個人負担の分が若干本人さんの所得や介護度について変わっ

ておりますけれども、この介護保険の給付費としては２５万円程度ということでご理解いただき

たいと思います。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） そうしたら、今ぱぱっと私、頭の中で計算しましたけども、２５万円掛ける
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６０人掛ける１２カ月と、年間こういうことでよろしんですね。１億８，０００万になるんです

かね。これが介護保険からの収入ということですね。

もう一つお聞きしたいんですけど、入居者の方の１割負担を入れた入居負担額というのはどれ

ぐらいになりますか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） この入居負担につきましても、ご承知のとおり、その方の所得等によって高額介

護給付費等々がありまして、持っていただく頭打ち等がございますので、本人さんの所得状況に

よってかなり変わってきます。所得の低い方については１割負担が仮に３０万かかったのを３万

円でも１万５，０００円という頭打ちになりますし、それから、もうちょっと所得の高い方につ

いては２万４，６００円とか、そういった段階がございますので、これということが言えません

けれども、そういった大体の入居される方については、一世帯をつくられます新たな住所地を設

けて一世帯になって、例えば国民年金の方でありましたら、当然１万５，０００円のランクにな

りますので、それプラス入居費の部分、それから食事の部分等々入れますと、大体こう七、八万

ぐらいが個人負担金ということになろうかというように思います。

これについても、多床室４人部屋と個室というのは、またコストが違いますので、この介護度

によっても違う、所得によっても違うということで、かなり計算方法が複雑になっておりますの

で、そういった組み立てで個人負担金が決められておるということもご理解いただきたいという

ように思います。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） それでは、入居者の負担額は七、八万円掛ける６０人掛ける１２カ月は何ぼにな

るかちょっと、よう計算しませんけど、今。一応、この先ほどお聞きした二つが、一応、事業で

言う売り上げといったらおかしいけど、入ってくるお金ということでいいんですね。あとはそれ

で借り入れの返済をしたり、人件費を賄ったり、運営費ですね、賄ったりすると、そういうこと

で運営をされると、こういうことだというように思います。はい、わかりました。

次に、これも関連しますけども、４１ページのほうですね、地域総合整備資金貸付事業、同じ

ですかね、ふるさと融資ですね、これについてちょっとお伺いしたいなと思うんですけども、こ

のふるさと融資というのは、何も福祉だけに限らず、町が地域のためにということであれば、こ

のふるさと財団からの借り入れが可能だというようなお話をちょっと聞かせていただきましたけ

ども、この貸し出し要綱といいますか、貸し出し条件といいますか、そんなアバウトなことでは

ないと思うんですね。もう少しきちっとしたものがあると思いますけども、そこのところをちょ

っとお聞かせいただきたいなと思うんですけど。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えをいたします。今回、ふるさと財団のほうから、ふるさと融資をお借

りになりまして事業を展開されるということでございます。二つの事業主体の分をＮＰＯであり

ます福祉応援団さんと、それから与謝郡福祉会さんと両方で１億６，３００万円の歳入と、それ

から貸付金を計上しておりまして、一方の与謝郡福祉会さんのほうは、今後、決定していくとい

うことになりますので、利率ですとか貸し出し条件とか、これらはこれからということになりま

すが、福祉応援団さんのほうにつきましては、先の３月の補正予算でもございましたように、
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２３年度分と２４年度分をお借りになるということでございますので、そちらのほうの借り入れ

の条件を例にして申し上げたいと思います。

一応、２３年度には２，３００万円の借り入れを起こされるということになっております。こ

の条件が、この３月の末に貸し付け執行いたしますので、条件が固まっているわけですけれども、

１５年償還で、うち１年据え置きと、そういうような形です。

１ ７ 番（谷口忠弘） そういうことじゃなしに、町がどうしてそこに貸し出したという、その条件を、

どういう条件になるのかということ。

企画財政課長（浪江 学） ああ、そういう意味ですか。ふるさと融資を受けられる、いわゆる条件と。

ああ、そうですか。勘違いしておりました。はい。

それにつきましては、融資を受けることができるのは、ということで、いわゆる法人格を有す

る民間事業が広く対象になるということでございます。例えば、例で申し上げますと、株式会社、

それから社団法人、財団法人、医療法人、学校法人、社会福祉法人、いわゆるＮＰＯ法人、協同

組合、農事組合法人、第三セクターこれらが例として書いてございまして、これら広く対象にな

るということでございます。

それから、そういった事業主体が事業を展開される場合の融資の対象事業の要件ということで

ございますが、４点ほどございまして、その要件をすべて満たす必要があるというふうになって

ございます。一つは、公益性、事業の採算性等の観点から、実施が見込まれるということ。それ

から、新たな雇用の確保が見込まれるということ。これにつきましては、市町村から融資を受け

る場合は５人以上の新たな雇用ということになってございます。それから、貸し付け対象の費用

でございますが、総額が２，５００万円以上ということになっております。これは事業費で

２，５００万円以上ということでございますけども、ただし、用地取得費は除かれるということ

でございます。それから４点目に、用地取得の契約後、５年以内に営業が開始をされるというこ

とでございます。これがいわゆる融資対象事業の要件ということになってございます。

それから、融資の対象となる費用でございますが、施設あるいは建物の建設、取得、整備、改

良、これらの事業費と、それから土地の取得、土地の造成、それから事業に必要な動産の取得、

これらが融資対象としてあるということと、融資期間は５年以上１５年以内、うち据え置きは

５年以内ということでございます。貸し付け利率は無利子ということでございますが、民間金融

機関による連帯保証が必要ということになってございます。また、償還の方法は、元金均等半年

償還というようなことでございます。

議 長（井田義之） 休憩しましょうか。

ここで暫時休憩をいたします。１１時まで休憩します。

（休憩 午前１０時４５分）

（再開 午前１１時００分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開し、谷口議員の質疑を続行します。

谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私は、このふるさと融資にかかわることについてお伺いしたかったのは、一つは

町はふるさと財団からお金をいただくいうか、借り入れる。町は事業者に貸し出すということで、

ふるさと財団から見れば町は債務者ですね。事業者と町を見れば債権者と、こういう立場だと思
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うんですね。そこで、この町と事業者にかかわる貸し出しの条件というものがあるはずだと思う

んですけども、今お聞きした話はふるさと財団から町に対しての貸し出しの条件みたいなお話だ

ったんではなかったのかなと、こう思うんですけど、その点についてはどうでしょうかね。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。ふるさと財団につきましては、当然、ふるさと融資のい

わゆる規定を設けて、その制度を運用されているということでございます。ただ、そこに町が起

債を起こして貸し付けをしていくということでございますので、町においても貸し付けの要綱が

必要になるということで、与謝野町が発足当時はなかったわけですけれども、今回このような利

用が発生してくるということから、与謝野町地域総合整備資金貸付要綱、これを設けさせていた

だきまして、貸し付けの対象事業でありますとか、貸し付け対象者、貸し付け額、これらについ

て規定をさせていただいて、これに基づいて貸し付けを行っていくと、こういうことになってお

ります。

１ ７ 番（谷口忠弘） 内容を。簡単でよろしいです。

企画財政課長（浪江 学） 内容的には先ほど申し上げましたのと重複する点がございます。といいます

のも、ふるさと融資に基づいて行う貸し付けでございますので、同様の趣旨になってございます

けども、いわゆる趣旨としましては、民間事業者等に供給する無利子の資金、これに貸し付け業

務の実施に当たっての基準ということでございます。

一つには、貸し付け対象の事業は、町が策定した地域振興民間活力活用事業計画、これは申請

者のほうが作成していただくわけですけども、これに位置づけられた民間事業者ということでご

ざいまして、先ほど申し上げましたが、公益性がありましたり、５人以上の雇用が見込まれたり、

事業費が用地取得を除き２，５００万円以上であったり、契約後５年以内に営業開始が行われる

といったことも要綱の中にも規定させていただいております。

貸し付けの対象者は、いわゆる法人格を有する団体ということにしてございます。貸し付け額

につきましては、１件当たりの貸し付け額はおおむね５００万円以上６億円を限度ということに

しておりますが、ただし、年度を越えて実施される場合は、貸し付け額は９億円を限度とすると

いうことになってございます。

それから、１件当たりの貸し付けの額ですけれども、その対象者が借り受けられます貸し付け

対象費用全体に係る借入総額の２０％がこのふるさと融資をうけられる限度ということになって

ございまして、対象者におかれましては他の貸し付けも受けられて実行されていくわけですけど

も、その全額がふるさと融資をお借りできるということではなくて、貸し付けを見込まれる額の

２０％以内がこのふるさと融資の限度額になってございまして、その趣旨もこの要綱の中にもう

たっております。

大体、概略的には以上のような内容となっております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） ちょっと念のためにお聞きしますけども、公益性というお話がございましたけど

も、法人格のある団体と言うことになりますと、やっぱり営利を目的とした民間企業に対しても

これは貸し付けの対象になるというぐあいに理解をしてもよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。
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企画財政課長（浪江 学） お答えします。民間事業者に貸し出しをするということですので、民間事業

者の場合、営利を目的としたいわゆる株式会社等でも可能ということですので、これらも対象に

なるということでございます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） それでは、ちょっと問題を変えさせていただきます。一般会計の私、補正のとき

にもちょっと質問させていただいたんですけども、耐震問題についてちょっとお伺いしたいなと

いうように思っています。

耐震診断を受けられてる件数というのは非常に少ないと。対象物件が４，０００以上あるのに

１００件程度しか診断を受けておられない。そのうちわずか３件だけが改修工事を行われたとい

うようなことを、ちょっと一般質問の補正のときにお伺いをさせていただきました。

きょう、ちょっと丹後振興局のチラシが入っておりまして、その中で、「耐震プラスで安心プ

ラス、住宅振興課総合支援事業」ということで京都府のほうで新たに１億４，０００万円ですか、

２４年度の予算が加えられたそうでありますけども、この内容というのは、私が前、質問したよ

うな簡易な耐震改修にも対象を広げるという意味で、新たにどんな制度が加わったのかお尋ねを

したいというように思います。

議 長（井田義之） 西原建設課長。

建設課長（西原正樹） お答えをいたします。今、議員おっしゃいましたように、簡易ないわゆる屋根の

軽量化だとか、そういった部分につきましても、そういった補助制度ができたというふうな状況

になっておりまして、４０万円以上の工事費の部分に対しまして、限度額といたしまして３０万

円の補助をするというふうになっていたというふうに記憶をしております。

ただ、この間の補正のときにも申し上げましたように、今現在、京都府のほうで細かいそうい

うふうな要綱をつくっていただいております。まだその部分のきちっとした情報が来ておりませ

んので、住民向けに、住民の皆さんのほうにそういった情報を流すことができません。今、京都

府のほうからも一定枠取りをしていただいております。その要綱がきちっと決まりましたならば、

住民向けのほうにそういうふうな資料を配布をさせていただきたいというふうに考えております。

きちっとした、いわゆる屋根の軽量化以外どういったものについて補助の制度ができるのかと

いうふうなことにつきまして、もう少し詳しい情報を今現在、京都府のほうに尋ねておりますの

で、もう少し待っていただきたいというふうに思っております。

１ ７ 番（谷口忠弘） それでは、よろしくお願いします。時間がありませんので終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

７番、伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） それでは、２回目の質問に移りたいと思っています。ページの指定ですが、先ほ

ども出ておりましたが、防災計画の見直し案、それで、もう一つはがれき受け入れの問題などに

ついて伺いたいと思っています。

今回のその質問の前提になる問題で、若干、問題や情勢について述べたいと思います。ご存じ

のように、東日本大震災と福島原発の大事故から１年が経過しましたが、被災地の現状はいまだ

極めて深刻であり、さらに原発事故の被害は今も拡大し、避難を余儀なくされてる人々はいまだ

にふえ続けています。
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ところが、野田内閣は、原発事故の収束宣言を行い、原発事故の原因究明はおろか、原発の内

部がどうなっているのかさえ、わからないにもかかわらず、新たな安全神話を振りまきながら原

発の再稼働を強引に進めようとしているわけであります。しかし、再稼働の根拠としているスト

レステストは、政府答弁でも認めていますように、安全が保証されるものではなく、また、スト

レステストを行う原発、いわゆる会社ですね、電力会社、そして審査する原子力安全保安員、政

府の原子力安全委員会のこの３者のすべてが原発を推進する立場に立っているわけであり、この

ような組織によって安全性の保証などでき得るはずもありません。

加えて、京都府に隣接する福井県の大飯原発の近辺には、多数の活断層が走っており、複数の

活断層の連動性について調査が現在行われている最中です。また、若狭湾では１５８６年の天正

地震で大津波が発生した記録があり、それに福井原発の多くは耐用年数３０年を既に過ぎて老朽

化が始まり、大変危険な状態であると言われています。しかも重大なことは、どの原発でも現在

の科学技術では完全なコントロールができないという決定的な弱点を抱えていることも今回の大

事故で明らかになりました。

このことを踏まえて質問します。まず初めに、大震災と原発の事故によるがれきの受け入れ問

題についてお伺いします。町長は、以前からちょっと質問に答えて、震災がれきの受け入れは処

分場のスペースも少なく、宮津の可燃処理施設についても難しいのではないか、こういう答弁だ

ったと思いますが、この認識でよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） いろいろな処理につきましては、今、焼却処理につきましては、宮津にお願いを

して、そこで焼却している状況でございますし、今まさに、その焼却施設について、どういう、

一日も早く新たなものを建設していこうという動きの中で、今の状況の中で地元のことも考えま

すと、なかなか受け入れていただけないんではないかというふうに思っておりますし、施設その

ものが老朽化といいますか、年月が来ておりますので、そうした状況の中で受け入れるというこ

とは非常に難しいというふうに思っております。

不燃物処理施設につきましては、いろいろとございますので、一部分は可能かということも考

えられますけれども、しかし、広域といいますか１市２町でやっております事業ですので、やは

りそことの足並みをそろえた中での受け入れということになりますし、京都府自体も今、非常に

慎重な、きっちりと安全の基準がクリアできてるんであればというふうな、それも広域連合の中

でお考えのようですので、それらを踏まえて考えますと、今の時点では即受け入れるというお答

えを出すには非常に難しいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 今、町長もお答えになったように、京都府だけでなくて全国的にもこの問題は非

常に足並みがなかなかすきっとしないと。その要因は幾つかあります。それは、一番大きな問題

は、やっぱり放射能の問題だというふうに言い切れると思っています。私たち議員団は次のよう

に考えています、この問題では。このがれきは、復旧復興するために大きな障害になっています。

ですから、全国的な協力が必要だと思っています。しかし、原発事故による放射能汚染のがれき

の場合、原発事故に起因したもので、その責任は東京電力と原発を進めてきた国政府にあり、東

電と国が責任を持って処理すべきものと考えています。津波によるがれきの場合であっても、あ
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れほどひどい原発事故ですから、少なからず放射能汚染が広がっています。

ですから、この場合でも、三つの点を明確にして対処すべきだと考えています。一つは、通常

の廃棄物として処理している放射能レベルの程度の、もしくはそれ以下であること。二つ目は処

理の各段階で、放射能測定の万全を期し、そのことにかかわる体制、財源、結果の公表について

国の責任で行うよう政府に強く求めること。三つ目、処理の各段階での測定数値の結果はすべて

住民に公表すること。以上が受け入れの条件と考えています。そうでなければ放射能災害を再び

広げることになり、住民的な理解と納得は得られないと考えています。このことと同時に、国の

一方的な今、押しつけ、言い切れるかどうかは別ですが、が始まって、住民が納得できないとい

う事態が起こるんではないかと思っています。このことも含めて課長にお伺いしたいと思います。

いかがですか。

議 長（井田義之） 朝倉住民健康課長。

住民健康課長（朝倉 進） 伊藤議員のご質問にお答えいたします。議員おっしゃるとおりだと思ってお

ります。実際、福島を除いて、岩手、宮城のがれきですね、当然ながら搬出前の段階での放射能

の濃度だとかいうことも含めて、きっちりした情報公開、徹底した情報公開ということは必要な

んだろうなというふうに思っております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 次に、また万一、今の状況ではあれなんですが、万一、放射能汚染が国の基準以

下のがれきを受け入れた場合、焼却した時には放射能が凝縮するということが言われています。

この点については、私どもの情報では焼却段階で放射能を分解する設備を開発した大学があると

聞いています。この国の安全基準以下であっても、こうした対応が必要になってきてるんではな

いかというふうに思っているわけですが、この点での考え方をお聞かせ願えたらと思ってるんで

すが。

議 長（井田義之） 朝倉課長。

住民健康課長（朝倉 進） 環境省が示しております資料によりますと、議員おっしゃいますように、焼

却するとセシウムは濃縮されるということでございます。国の基準で行きますと、キログラム当

たり８，０００ベクレルの焼却灰を埋め立てすることができるということでございますけれども、

それが濃縮されますので、償却前のがれきとしましたら１キログラム当たり２４０ベクレル以下

でないとだめだというふうな指針といいますか、考え方もあるようでございます。そういうふう

なことも踏まえて対処する必要があるのかなというふうに思っております。

以上です。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 今、言葉じりをつかむといかんのですけど、８，０００ベクレルという話があり

ました。私、８，０００ベクレルでも、それは一つの拡散になっていくんじゃないかということ

が学者のあたりからかなり出てるんですね。ですから、この点も含めて、今、申し上げました住

民的なコンセンサスというか合意が要るんではないかというように思ってます。

次の質問に移りたいと思います。今回のがれきの処理費用についてですね、仮に受けた場合に

ですが、私どもは国と東電が責任を持って負担すべきと考えていますが、この点での見解を伺い

たいと思っています。全部言っておきますと、放射能災害をつくり出したのは国と東電なわけで、



－537－

東電では原発推進のための、いわゆる積立金というものを５兆円もため込んでるんです。そうで

あるのに、原発の事故費用まで電気料金に上乗せするという事態が起こっています。まして、中

小業者にとっては非常に大変な、大きな負担だということで、皆さんご存じのように新聞でも報

道されてるところです。この点で負担すべきは国と東電ではないかというように思うんですがど

うでしょうか。いやいや、うちの負担の問題やで。

議 長（井田義之） 朝倉課長。

住民健康課長（朝倉 進） 私どものほうでは、東日本大震災により生じました災害廃棄物の処理に関す

る特別措置法という法律がある中で、その中では国が負担をするというふうなことで明言してお

りますので、それに従った形で、私どものほうの負担の軽減といいますか、いうふうなことがさ

れるのではないかなというふうに思っております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 今、僕が言ってるのは、まさに今、国が負担すると言っていますが、少なくなる

というんじゃなくて、うちの負担が、町の負担が少なくなるというんでなくて、基本的に今、責

任はそこにあるんだということを明確にして、ぜひ府や国にも申し上げてほしいと思います。

次に、防災計画の見直しの点に移ります。１点目の質問は、防災計画の中身、いわゆる中心課

題は何か、この点を伺いたいと思います。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 伊藤議員のご質問にお答えをしたいと思います。今度の地域防災計画につきまし

ては、大変重い見直しだというふうに思っております。といいますのが、今もおっしゃられまし

た原子力災害といったことがございます。これは単独に原子力災害といったことが起こります。

それから、地震・津波によります原子力災害対策、いわゆるこれが複合災害と一般的に言われて

おります。そういった点で、大変今回の計画につきましては町の範囲でとどまらないということ

が１点あると思います。これは国、府、それから最近、関西広域連合につきましても、関西防

災・減災プランといったものがされております。そういった特徴があるように思っております。

したがいまして、地域防災計画の見直しにつきましては、ただいま申し上げましたとおり、地震

と津波対策の強化、それから、地震・津波によります原子力災害との複合災害に対する対策を立

てていくといったことがございます。細かいことを申し上げましたが、もっとあるわけですけど

も、この２点がございます。

したがいまして、原子力災害が起きますと、単に今後のいろんな生活、いわゆる農林業とかい

ろんな分野におきまして、多大な影響を与えてくる、しかも短期間でなしに長期間に及んでくる

といった特徴があると思います。そういった事故を踏まえた中で見直しをしていかないといけな

いということがございます。そういうふうに、今回の見直しについては大変重い見直しだと思っ

ておりますし、１年の計画見直しの期間を持っておりますけども、今後の国なり府なり、それか

ら状況の変化によりましては、かなりまた期間を要するような計画の見直しになってくるんでは

ないかというように思っておりますけども、町といたしましては、今考えられることを問題点、

課題を抽出しまして、それから国・府との計画の整合を図っていくということで、暫定計画とい

った、国からすればそういった見方になるかと思いますけども、そういった作業を進めていくと

いったことになるというふうに考えております。
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議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 答弁をいただきまして、つけ加えるというか、それはそれで非常に構えとしては

よくわかりましたし、するんですが、これはこの間の町税の条例改正の中でも触れましたけども、

この事故、原発の事故というのは、極めて特異な特殊な事故なんですよね。ですから手が打てな

いんです。安全にコントロールできないんですから。こういう事故ですから、これほど体験をし

たわけで、既にスリーマイル島やチェルノブイリで体験をしているのに、そのことの教訓を生か

してこなかったと、一切してこなかったと。ここが今、決定的に問われるんですね。

原発の問題はもちろんそうですけども、次に、津波の場合と避難計画については、原発の場合

異なるというように思うんですね。これは大きくいって、どういうことを想定されてるか、お伺

いしたいと思います。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 今ご質問がありました津波と、それから原子力の災害対策について、どういった

違いということでございます。原子力災害、先ほど申しましたですけども、原子力災害に対して

は、もう町の範囲でとどまらない対策といったことが出てきます。特に、広域の連携、いわゆる

広域の中での対策といったものが、特に重視されてくるというふうに思っております。そういっ

た意味で、大きな違いというものはそういった点にあると思っております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 次に、この間、お話を聞いてますと、町長の答弁では、京都は３０キロ圏内をい

わゆる避難区域言うんですかね、対象区域として設定しております。これまたちょっと変化が起

きてるようですけども、動きが。そのエリアでないんですが、与謝野町はその３０キロ圏内とい

う対応をしたいという趣旨だったと思います。このことは積極的な意味を持ってるわけです。し

かし、大きく世界的なレベルでこの原発問題を見るときに、先ほども言ったチェルノブイリやス

リーマイル島の事故を見たときに、放射能対策では、せめて１５０キロ以上と設定をして、それ

で、欧米諸国なんかの対応ではこの認識が半ば常識になっていると。また、福島原発の事故でも、

放射能のいわゆるホットスポットというのが２００キロ以上も離れたところで多発して、建材用

のコンクリートやお茶、えさ、それから肥料など、多くのものに含まれていたという事件が多発

しています。この与謝野町の子供を持つ母親たちは、大きな不安を抱えていますけれども、

３０キロという点でよいのかどうか、この点をお伺いしたいと思います。

課長でしょう、いや町長か、いや、どっちでもいいんですけど。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 先ほど議員からもありました、今、ＵＰＺと言うております緊急時の措置事項と

いうことでありますけれども、３０キロということになって、それが揺れ動いておるというよう

におっしゃいました。そうした中で、３０キロぎりぎりに立地いたします当町におきましては、

大変不安に思っております。したがいまして、今後の原子力災害に対する、特に避難経路の確保

だとか、それから当町からどっかに避難していくときの受け入れとか、そういった計画が策定さ

れていかなければならないというふうに思っております。

したがいまして、何が申し上げたいかといいますと、３０キロという枠組みの中では、当町

のそれだけの中での対策をとるというんではなしに、原子力災害につきましては、３０キロ以
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内と同じような考え方を持って計画の見直しをしていかなければならないというふうに考えて

おります。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） ３０キロについては不安はあるが、しかし３０キロ圏内のような計画をつくると、

こういうことです。ぜひ、ここは、それ以上に必要になるいろんなことが出てくると思うので、

前向きに住民の感情もよく理解をしながら策定していただきたいと思っています。

次に、防災計画の見直し策定の予算は、この予算では５５２万８，０００円ということで計上

されています。私は、大事なのは今後これに基づく対策というのが非常に付加されてくる、いわ

ゆる追加されてくるんではないかと、追加されなければ直接国や府がやるわけでないと思います

ので、この点が非常に気になるんです。この財源についてはどうなりますか。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） いわゆる計画を立てまして、それに対する対策、いわゆるハード、ソフト両面出

てくるかと思います。現在そういったことを自治体が行うに当たりまして、国の制度だとか補助

だとか、そういった話は具体的にまだお聞きしておりません。そうした中で、今後、津波・原子

力、津波につきましては、海岸を持っておる地域ということになります。それから、原子力に対

しましては、原子力発電所の立地しているところといった全国的な規模になってまいります。そ

うした中で、今後につきましても、こういった対策をとるに当たりましては、国の支援なり、そ

ういったものを私どもは当然していただきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） ぜひ国にもこの点は申し入れをしていただきたいというふうに思っています。

次に、先ほど冒頭言いましたが、政府は一番うちの隣にある大飯原発の再稼働を強く要請をし

ています。再稼働をさせたいということをねらっていると言ったほうが正しいでしょうけども。

先にも述べましたように、危険性や重大な問題を抱え、町の災害計画ね、災害のいわゆる避難計

画までつくらなければならないような原発の再稼働を私は許されないというふうに考えています。

同時に、この問題は、いわゆる近畿圏といいますか、いわゆるいろんな関係団体からも差しと

め請求が裁判所に訴えられたり、それは去年の８月から出ているんですね。しかし、裁判所も動

かない。そのもとでこの間は、いわゆる訴訟を起こす段階の、差しとめの訴訟を起こすというこ

とまで世論が広がっています。また、集会なんかも随時開かれておりまして、先日も３月１１日

には舞鶴でも１，２００人ほどの集会が持たれ、京都のほうでも非常に大きな集会が各地に広が

っています。もちろん京都だけではありません。近畿圏全体がいろんな形で、マスメディアはな

かなかこういう問題は取り上げていませんが、我々が集計しておる段階でも、何万人という規模

の集会がずっと持たれているという点です。

そこで、町長にお伺いしたいんですが、この大飯原発の再稼働問題について、町長はどのよう

にお考えか、お聞かせいただきたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 原発につきましては、大丈夫だ、安全だということが本当にもろに崩れてしまい

まして、そうした神話が崩れたという認識はどなたもお持ちではないかというふうに思います。

そうした中で、非常に近いところの大飯原発が再稼働されると、これは近いとか遠いとかという
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問題ではなしに、幸いなことに一昨日、その前ぐらいからＵＰＺの毎月による風の向きなんかの

データが京都の場合、披露されておりましたけれども、その中には何とかどっちから風が、その

月々の風の中では、与謝野町は本当にかすってるかどうかみたいなことですし、先ほど来、問題

になっております３０キロ圏外なら大丈夫なのかというと、あれを見てますと、もう南丹市の、

本当に京都府の中部、南部のほうにまでその風が届くと、放射能が届くというようなデータも出

ております。そうした意味では、近いとか遠いとかという問題ではなしに、やはり再稼働をする

ということについては、今のままでは到底認められる状況ではないというふうに思っております。

でき得るならば、幾ら稼働をしなくても、それがそこにあり続けることによる不安というのはず

っと続くわけでございますので、できるだけというより、もう別の方向での、方法での、エネル

ギー確保というものを考えていっていただきたいというふうには思っております。

再稼働するかどうか、その点については、よく中身を、我々の知識も情報が余りないもんです

からわかりませんが、できるだけ安全が確保されてるという、その基準をどこに求めるのかいう

のは、私自身はわかりませんけども、できるだけ再稼働という方向じゃない形で新しい方向性を

見出してほしいと思っております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 今、町長のご答弁があったので、時間がありませんからもういいですが、例のＳ

ＰＥＥＤＩですよね、町長がおっしゃったのは。あれで見たときに、もう鯖街道がずぼっとその

まま来るという感じでしたよね。それから、情報が足りないという問題でありましたが、基本的

に情報は今のマスメディアでは届かない。いわゆる商業新聞では届かないというのが今の現状な

んですね。むしろ、それを是認する風潮さえあるということを指摘しておきたいと思います。

いろいろと情勢がどんどん世論の中で変わってきてますので、それは一定に新聞も報道せざる

を得ん事態になってますけども、そのことを踏まえて、しっかりと情報をつかんで、住民の気持

ちに沿った対応をしていただきたい。このことを申し上げて質問を終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

閉めてもよろしいですか。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、３回目の質問をさせていただきます。

まず、財政の収入面について質問いたします。所管ですので一定状況については聞いています

が、確認をさせていただきます。税務課長ですかね。当初予算ベースでは前にも質問がありまし

たが、比較ではいわゆるふえるという形になっていますが、現実的には引き続き町税というのは

下がっている。ただ、下がり方が緩くなってるということでよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 野村議員のご質問にお答えしたいというふうに思っております。特に町民税の所

得割のところでお答えさせていただきたいというふうに思っております。

決算ベースでいきますと、１９年度のときに７億４，０００万円程度、それから２０年度で

７億５，０００万程度、それから２１年度で６億９，０００万程度、それから２２年度で６億

３，０００万程度の決算になっておりまして、徐々に減っていっておるというふうな状態になっ

ております。
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このような状態の中で、２３年度当初予算を見積もらせてもらっておりまして、その落ち込み

の中で見ておりましたので、２３年度の予算が落ち込んで見込んでおったということでございま

す。それと比較しまして、今回２４年度で２，３００万円程度ふえておりますけれども、景気と

しては、ずっと底を行っとって、ちょっと横へ行ったようなイメージを持っております。

議 長（井田義之） １番、野村議員。

１ 番（野村生八） 全国の所得の平均のデータなどを見ますと、平成９年の４６９万円を頭にして、

ずっと下がってきて、４００万円まで全国平均が大きく落ち込んだと、そこから若干上回ってい

るんですね。しかし、当町では、今ありましたように、引き続き厳しい状況が続いているという

のが実態だろうというふうに、当初予算で受けとめました。

それで、とりわけこういう厳しい経済的な状況が続いているときに、さらにそれに追い打ちを

かけるのが、消費税の増税になるだろうというふうに思っています。その点で企画財政課長にお

伺いいたします。１４ページに地方消費税交付金、これについて２億４，０００万円ほど計上さ

れています。この地方消費税交付金というのは、どういう内容で市町村には交付されているのか、

その点をまずお聞きします。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。平成２４年度の当初予算におきましては、今、議員ご指

摘のように、１４ページ、１５ページでございますけれども、地方消費税交付金を２億

４，３７６万円計上させていただいております。これにつきましては、消費者の皆さんがお支払

いいただきます、いわゆる消費税、現在は５％でございますが、そのうちの１％が地方消費税に

充てられるということになってございます。その地方消費税に充てられる１％のうち都道府県が

その半分を、市町村がその半分を受けるということでございます。したがいまして、市町村には

５％のうちの０．５％分がおりてくるということでございますが、その配分につきましては、人

口及び従業者数に応じて配分が計算をされまして交付をいただくという内容になっております。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 今、答弁がありました１％が都道府県ということで、京都府に配分されます。そ

のときには、消費動向など、いろんなデータをもとにいわゆる京都府で払われているであろう消

費税分というのが計算されて、そのうちの１％が京都府に配分される。京都府においては今、言

われた市町村へのその半分を配分するときには、人口と従業者数ということで配分されていると

いうふうに思っております。人口だけならいいんですけども、いわゆる従業者数ということにな

ると、現状では、いわゆる都市部ですね、こういうところに偏在するのではないかというふうな

意見も出ています。

いずれにしろ、そういう形でこの地方消費税交付金というのは、一定、与謝野町で消費税が払

われている。それを基準に配分されてると思うんですが、今の答弁だと０．５％ということです

から、５％の消費税というのは、それの１０倍、いわゆる２４億を超えるというふうに大ざっぱ

に言えば言えると思いますが、それでよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。単純に申し上げますと、そのようなことになろうかと思

いますけれども、現在の配分の方式によれば、人口と従業者数、これで配分がなされてくるとい
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うことでございますので、なかなかそういう単純にはいかずに、それらの数によって強弱が出て

きているものというふうに思っております。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 大ざっぱに言えばそういう感じになると思ってるんですが、そういう目線で見れ

ば、与謝野町の個人、法人含めた町税が、予算では７億５，０００万円、それに対して消費税

５％分が２４億円を超えているわけですね。この地域ではいかに多くの負担になってるか、そう

いうことが言えるというふうに思うんです。これは、大体この目線で見れば、いわゆる都市部で

あればその負担割合は低いんですね。法人税から見た消費税の負担割合は都市部になればなるほ

ど低い。しかし、田舎になればなるほど今のように消費税よりも町民税が低くなって、それがど

んどんどんどん低くなるというのが全国の実態になっています。これほどやはり消費税というの

が、いわゆる弱いものに負いかぶさっているということになってると思うんですね。これがさら

に５％になった場合に、商工観光課長ですね、どれだけこの当町の経済に、あるいは町民の暮ら

しに負担になるのかと、いわゆる簡単に言えば、これが２４億円、さらに消費税としてなくなる、

その消費が減るというふうに思うんですが、これについてはどうでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。非常に難しい質問でございますけれども、その中で、各

事業所がいかにこの消費税に係る部分での循環を図っていくかということも一つあろうかなとい

うふうに思います。

消費税につきましては、私の認識では年間総括という形での流れになろうかと思いますので、

そういった中で事業所がそこをどのように受けとめて、どのように運用をしていくかということ

も一つのポイントになろうかと思います。ただ、それは事業所だけの話でございますので、消費

者についてはダイレクトにそのものについて負担がかかるということになりますので、消費がい

わゆる低迷していくという格好になろうかと思います。そこの辺のバランス的なことが、私も専

門的ではないのでわかりませんけれども、そういった動きが単純に考えても出てくるかなという

ふうに思いますので、そのあたりの分析は十分していかなければならないというふうに思ってお

ります。

議 長（井田義之） １番、野村議員。

１ 番（野村生八） 余り明確な答弁じゃなかったんじゃないかと思ってるんですが、最終的には消費

者に全部それだけのものがかかってくる、かぶってくる。１人当たり１０万円ですから４人家族

だと４０万円、毎年４０万円の消費税が新たにかかってきて、合わせて８０万になるわけですね。

それだけ物を買う力が消費者になくなってくるわけですね。それだけでも商売人にとっては大変

な対応になりますし、加えて、この５％が転嫁できないんですね、商売人が。内税になってから

特にできない。そういう意味で先日、宮津の商店街を訪問した結果では、今度５％上がって

１０％になったら、もう営業できないので店を閉めるというね、そういう方が７割、８割ぐらい

に上がってるというのがありますね。今、課長が言われた答弁とは、大分これは意味が違うと思

うんですが、そういう実態はうちの業者ではないという意味でしょうか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 逆を言えば、消費者に対しては、今、野村議員のご指摘のとおりだというふ
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うに認識しておりますけれども、業者については厳しい言い方をしますけれども、その中でどう

いうふうに運用していくかということについては、検討していただくことも、流れの中で店がつ

ぶれていくということではなくて、現実そうですけれども、やはりその中で努力していただくと

いうことについて、私の思いとしては頑張っていただきたいという意味合いでの答弁をしました

ので、ずれがあったかと思いますけれども、私の思いとしてはそういう思いでおります。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 中小企業振興基本条例をつくったわけですね。今の答弁はそういう理念と私は合

わないと思うんですね。そのときにも言いましたが、大事なのは職員が業者をしっかり訪問して、

どういう状況にあるのかを、今度は振興会議にしっかり情報提供していただいて、そしてそれに

マッチした施策を打っていただくということが期待されてる。

今の話では、さっき指摘しました５％の今の消費税も転嫁できなくて業者の負担になっている。

これがさらに５％ふえれば、もう営業できないという声がいっぱいあるわけですね。与謝野町に

はないということかということを聞いたわけですが、どういう状況なのかを聞いて、それの状況

に合わせて、町はどういう姿勢をとるのか、理念を持つのか、ここが大事だと思うんですが、今

の課長の答弁にはありませんけども、これ中小企業振興基本条例の理念に合った、さっきの答弁

ですか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。極論を申し上げてるかというふうに思いますけれども、

当然それぞれの役割がございますので、そういった部分については、十分目通しをしながら、現

実を知りながら、それぞれの役割で、どういうふうに現状を打開していくかということは十分し

ていかなければならないというふうに思いますが、私が申し上げておりますのは、現実的にそう

いう状況になると、それを阻止するというようなところまでの議論ではなくて、結果的な話で私

は議論を今させていただいておりますので、非常に厳しい状況でありますけれども、その中で企

業者の役割という部分については、ただそこから逃避をするんではなくて、頑張っていただきた

いという思いも含めて、今、答弁しております。

それから、行政も当然それに対しての対策というものを十分、企業との連携を図りながらやっ

ていきたいという思いを伝えておりますので、ご理解をいただければというふうには思います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 与謝野町では、こういう形で、今までからもう当然、努力していただいて、さら

にこれから新しい形での取り組みを始めようという、そういう段階だろうと思っています。しか

し、こういう努力が、この消費税５％のアップでほとんど無駄になるどころか、一町の取り組み

ではどうともならんほど経済がガタガタになるというのが今のこの当初予算の数字を見れば、私

は言えるのではないかなと思うんですが、こういう問題について町長、こればっかりできません

ので、最後にお聞きをしておきたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今おっしゃったように、そういうことによりまして、消費税が上がることによっ

て、国そのものもですけれども、我々の地方自治体も大変厳しい状況に、今まで以上になるとい

うふうに認識はしております。
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議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 全国でそういう声が今どんどん広がっている、ふえているわけですね。ですから、

アンケートとるたびに消費税の値上げに対する反対の中身がそういう方向に変わってきています。

やはり、これはもしやられるならば、経済はもうどん底まで落ちて、そして税収はさらに減る、

その結果、財政危機が一層ひどくなる。消費税の増税はギリシャのような財政破綻が起こる、こ

ういうふうになるんではないかと思っておりますので、しっかりとその辺については、ぜひ与謝

野町としてどうなるのか、業者がどういう状況にあるのか把握しながら、今後、取り組んでいた

だきたいということを指摘をしておきたいと思います。

次に、総務課長に先に質問をいたします。既にこれも委員会では聞きましたが、前にほかの議

員の方も取り上げておられました給与システムですね、これを変更するということで出されまし

た。もう一度確認しますが、委員会のときにはちょっと違うように私、聞いたんですが、今回の

本会議の答弁では、今のＫＫＣをやめてＴＲＹ‐Ｘに変える予算だということでよろしいでしょ

うか。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 野村議員のご質問にお答えいたします。今、野村議員がおっしゃいました町村会

のシステムを導入したいということで予算計上をさせていただきました。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 企画財政課長に質問します。６７ページにはそういう中で、京都府の基幹システ

ムの開発に対する負担金ですね、これが計上されています。それに対する資料をいただきました。

一定ほかの議員の質問に答えて、答弁をされました。これについても私の思っていたのと答弁の

内容は大きく違いました。委員会で聞いて内容がわからんのでロードマップ出してほしいという

ことで詳しい内容を出していただきまして、ようやくわかったんですが、既にこの負担金は前か

ら出ていたと思うんですね、少ない金額であっても。当然、負担金を出すんですから、この府の

基幹業務システムに変えるということになるんだろうと思っていましたが、あのときの答弁では、

今からどちらにするか決めるという答弁だったと思いますが、それでよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。当初予算に計上させていただいております３，１００万

円の予算書、６７ページでございますが、京都府市町村基幹業務支援システム導入負担金につき

ましては、この金額につきましては、一応、京都府の府内市町村の共同開発に基づく導入負担金

として計上をさせていただいておりますが、現在のところ、町村会のシステムと比較検討を現在

も行っておりますので、どちらを導入していくかは今のところ、まだ未決定ということでござい

ます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 未決定、どちらを使うかまだわからない段階で、なぜ給与システムをＴＲＹ‐Ｘ

に変える決断をされたのか、そこがよくわからないんですが、いかがでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。給与人事システムにつきましては、総務課のほうで扱っ

ておりますけれども、情報システム全体の関係で申し上げますと、今、先ほど私が答弁させてい
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ただきました基幹業務システムにつきましては、税、それから住民基本台帳記録、これらの基幹

業務に係るシステムということでございます。これにつきましては、今のところどちらにさせて

いただくかは検討中ということでございますが、人事給与システムにつきましては、いわゆる財

務会計のシステムと大きくかかわってきて、予算関係を担っておりますので、したがいまして、

現在、財務会計システムを運用しております町村会のＴＲＹ‐Ｘ、ここと人事給与システムにつ

いては連携を図っていく必要がございますので、町村会のほうを、人事給与システムにつきまし

ては、導入していくということでございます。先ほどの基幹業務システムと財務会計システムと

は全然別物ということでございますので、そこは連携をする必要はないということから、双方違

った形になりましても、その方が得策であるというふうに判断をしているところでございます。

議 長（井田義之） 野村議員の質疑の途中ですが、ここで昼食のため、午後１時３０分まで休憩しま

す。

（休憩 午後 ０時００分）

（再開 午後 １時３０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開します。２４年度予算に対するの野村議員の質疑を続

行します。

野村議員。

１ 番（野村生八） 午前中に役場の業務を進めるコンピューターのシステムが、全体が一元化される

よりも別にしたほうがいいという答弁があったんですが、ちょっとイメージ的によくわかりませ

んので、もう少しなぜそうなるのかお聞きをしたいと思います。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。平成２４年度の当初予算に、基幹業務のシステムの導入

と、それから人事給与のシステムの導入、両方を上げさせていただいておりますが、人事給与に

つきましては、町村会のシステムを採用していくという方針を固めております。基幹業務系につ

きましては、町村会、それから京都府の共同開発、いずれかを検討中ということでございます。

この基幹業務系につきましては、住民基本台帳、それから税、これらを中心としました役場業

務のいわゆる基幹業務を担うものでございますが、これと人事給与システムとは連携を取る必要

が特にないということでございます。人事給与システムにつきましては、現在、運用しておりま

す財務会計システムと連携を密接にとっていく必要があるということから、現行の財務会計シス

テムである町村会のシステム、これに合わせていく形で、人事給与システムにつきましては導入

を図っていくことが業務上、適当だということと、それから、また後ほど総務課長からも説明が

あろうかと思いますけども、コスト的な比較もさせていただいた上で、そのような方針を固めさ

せていただいたということでございます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 今の答弁は、現状の給与システムが財務会計システムとの連携だけで、ほかと連

携がないということですが、京都府のこれについては、基幹業務以外に福祉系ほか、綾部であれ

ば２００７年から文書管理が始まって、統合財務会計、税、それから総務事務、それから

２０１０年に福祉、そういう形で進めておられます。そういう形で全体の業務開発がされるわけ

ですね。それらと、例えば財務会計自身がほかの福祉と連携する必要がないということでしょう
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か。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） 財務会計システムとそれから、基幹業務系である今回２４年度で上げており

ます住基・税系、そして２５年度で予定しております福祉の基幹業務系、これらと財務会計とは

全く別物という解釈をしておりますので、そこの連携をとる必要はないのではないかということ

でございます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） それぞれの課が同じ財務会計で福祉を、例えば京都府の福祉系を使っておった場

合に、それを使って財務を一連に処理できるというふうなことが言われておるわけですが、そう

いうことではないということですね。

ちょっと時間がなくなりますので、次に行きます。この負担金３，１００万あるんですけども、

これはどういう基準で払うのか、また今の話ですと、全く使わなくても払うということになって

るようですが、なぜ使わないのにそれを払わなければならないのか、使わなければちょっとこれ

が安くなるとかいうこともないみたいですが、その辺はどうなってますか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。この基幹業務につきましては、合併をして２４年度で

７年目を迎えるということから、システムにつきましても更新をしなければならない。また、端

末、サーバー等についても更新をしていかなきゃならない。そういう時期にあり、いずれかのシ

ステムに新たにシステムを導入していかなければならない、そういう状況にあるという中で、京

都府内では町村会のシステムと、それから京都府内の市町村が共同で開発されたシステム、双方

あって、そのどちらかにということでございますが、今回の基幹業務系の３，１００万円の導入

負担金につきましては、一応、京都府の共同開発による負担金という形で見込ませていただきま

して計上をしております。この３，１００万円の中身でございますけれども、京都府の市町村基

幹業務支援システムの初期導入負担金、今回は住民基本台帳及び税、これのシステムでございま

すが、これの基本パッケージが２，８８０万円というふうに見込んでおります。３，１００万円

との差の分につきましては、幾つかのオプションを入れる必要がありますので、それが加わって

３，１００万円という額を計上させていただいたということでございます。

この２，８８０万円の初期導入負担金の基本パッケージ分につきましては、京都府の共同開発

をしている市町村との共同負担ということになっておりますけれども、一応取り決めがございま

して、住基・税系につきましては、人口の規模によりまして、それぞれ額が定められております。

当町は１万人を超え３万人以下の人口規模にございますので、ここの人口規模に属する市町村の

場合、２，８８０万円の住基・税系の初期導入負担金が必要と、そういう取り決めをなされてお

りますので、ここに参画をする場合には、これが必要になってくるということでございます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） これにも書いてありますけど、先ほど答弁もありましたけども、その基幹業務そ

のものをどちらにするかまだ決めてないということでしたよね。決めてないのにこの負担金をな

ぜ、そしたら払うんですか。そのパッケージを買うという、この負担金は今、言われた

２，８８０万円にオプションをつけたパッケージを買う負担金ということですか。
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議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。そのようにご理解をいただきたいというふうに思います。

一方の町村会のほうに入りましても、当然、初期導入負担金というのが必要になってまいりま

す。その負担金の双方のコスト的な比較と、それからシステムを現行のシステムから新しいもの

に移行していくための、いわゆる考えられるいろんなリスクを考えた上で、双方どちらかに有利

なほうに決めていきたいというふうに考えております。

１ 番（野村生八） 答弁になってない。まだ決めてないのに何で買うんですかという。これを使うと

決めてないじゃない。

企画財政課長（浪江 学） 一応、町村会のシステムと、それから京都府のシステム双方、これまでいろ

んな見積もりをいただいたり、業者さんのほうからご提案をいただいておりますけれども、どち

らが有利であるかはまだ決めかねているということでございます。２４年度の……

１ 番（野村生八） 予算計上か。

企画財政課長（浪江 学） はい。２４年度に入りましてから、早い時期にどちらが有利かを判断させて

いただいて、決めたほうで導入していくという考え方をいたしております。そういう考えでござ

います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） ようやくわかりました。そしたら、ＴＲＹ‐Ｘにもし決まっても、この費用以下

でやれるということで理解させてもらったらいいでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。ＴＲＹ‐Ｘいわゆる町村会のシステムにつきましては、

現行のシステムと全く違うシステムに変えるということになりますので、そういう中で見積もり

はいただいておりまして、京都府のシステムよりも安い見積もりにはなっておるんですけれども、

その今、申し上げましたシステムが、がらっと変わる関係で、データの移行費用ですとか、連携

費用といったものが幾つかのシステムにおいてまだ未確認の項目がございます。それらを確認を

していくと、京都府のシステム導入負担金とどうなるか、そこのところがまだ見えてきていない

部分がございまして、コスト的にどちらがどうなるかというのが、まだはっきりとはつかみ切れ

ておりません。したがいまして、つかみ切れているほうの額を計上させていただいているという

ことでご理解いただきたいと思います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 総務課長にお伺いいたします。この給与システムをいわゆるＴＲＹ‐Ｘと連携さ

せるためのシステムができれば、そのまま使い続けられたわけですね。それができなかったとい

うことで、ＴＲＹ‐Ｘに変えるほうが有利だったということだと思うんですが、その内容をもう

少し詳しく教えてください。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） ちょっとご質問の趣旨が、ちょっと私、理解をしてないわけですけども、財務会

計システムは町村会のシステムでございます、現在。それから、給与システムはＫＫＣのシステ

ムで新町になりましてから発足しております。先ほどからありました、いわゆる基幹系の業務と

いうのは、住民情報を扱うものが基幹系のシステムになります。それから、財務会計給与システ
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ムは、いわゆる庁舎内の住民情報を必要としないといったことでございますので、基幹系と財務

給与システムは別のものといったことを浪江課長が説明をさせていただいたと思います。

今回、町村会のシステムを採用していこうという判断をさせていただきました中には、いわゆ

る先ほど連携と申し上げております、端的に申し上げましたら、財務会計で打ったものを、また

さらに給与システムでも手作業でやっていかなきゃならないと、データ移動の面でどうしても乗

り越えられない壁があったということでございます。それではじゃあということで、ＫＫＣもそ

の町村会の財務会計との連携ができるようにといったことの比較検討もさせていただきました。

この人事給与システムにおきましては、給与につきましては６８項目、それから、人事につきま

しては２４項目、それから、今後、どうしても今、大変手間がかっております臨時職員の掌握す

るためのシステム、こういったものを含んでおりまして、それらの項目も２１項目で、それぞれ

町村会ＫＫＣといったことで、比較検討させていただきました。その中で、どうしてもＫＫＣで

対応できないと、やはりこれは新たなシステムを開発しなければならないということもありまし

た。

そういったことも除きまして、それぞれ町村会とＫＣＣに見積もりもとらせていただきました。

勢旗議員に答弁をさせていただきました。そうした中で、ＫＫＣと町村会におきましては約

４００万円の差が出まして、町村会のほうが、いわゆる安いといったことがございます。そうし

た関係で、町村会のシステムを導入していこうという判断をさせていただきましたですけども、

今後これには人事評価システムというのがございます。これにつきましてもＫＣＣはちょっと対

応できないというお答えもいただきました。これは未来を見ておるわけですけども、そうした中

で今回、町村会とＫＫＣの間の中では、どうしても町村会のほうが経費的にも安い、それから、

同じ町村会同士のシステムといったことで導入を決定いうんですか、今後、導入していこうとい

う判断のもとに、１，３４８万円の予算を計上させていただきました。

お答えになってるか、ちょっとあれですけど、以上です。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 合併時にもＫＫＣかＴＲＹ‐Ｘという問題があって、盛んに議論しましたが、Ｋ

ＫＣは大きな会社ですね、後のアフターも十分できるというふうな話もされて決まった経過があ

ると思います。そういうことを経験しているものから見れば、今のＫＫＣの対応というのは全く

無責任な対応にしか聞こえません。

それで、それはそれとして、この綾部でこれだけ進んでるので、ちょっとお話を聞きましたら、

そういう意味もあるのかもしれませんが、ＫＫＣというのは、大きな都市にはいいかもしれんけ

ども、小さな町にはなかなか合わないということはないんですけども、使いにくいというね、で

はないかというふうな意見も聞いたんですね。そういうふうなこともあって、今の京都府が進め

ているこの基幹業務支援システム、基幹業務だけでなくて、さっき言ったようにすべての業務が、

サブシステムを含めて、地図システムも何もかもつくられるわけですけどもね、全体がこの町に

ふさわしいのかどうか、またそのＫＫＣが親切にそこで補完できないものを対応していただける

のか、非常に今の話だけ聞いてる範囲では、どうなんかなということもお聞きをします。

十分２４年中にということもありますけども、２４年の契約期間が過ぎるにしても、それを延

長してでも、もし間に合わなければ、十分検討していただいて、また途中で変えんなんというこ
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とのないような、そういうことで取り組んでいただきたい。非常に引き続きまた大きな負担金が

出てくると思うんですけどね、いうふうに思っていますが、いかがでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） そのあたりは十分、それこそ検討材料とさせていただきたいというふうに思

っております。将来、負担につながらないようにしなければならないのは、もう当然のことでご

ざいますので、そこはひとつ十分考えていきたいと思っております。

それからまた、現行の運用してますシステムがＫＫＣのシステムということでございます。し

たがいまして、これとまた全然違ったシステムを導入していくということになった場合に、業務

上の混乱なり障害なり発生する可能性もリスクとしてあります。イコール、それは住民の皆さん

へのご迷惑になるということもございますので、そういったことも含めて全体を見て、十分慎重

に判断していきたいと思っています。

１ 番（野村生八） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

５番、塩見議員。

５ 番（塩見 晋） それでは、２４年度の当初予算の一般会計の質疑をさせていただきます。

まず最初に、２４５ページのデジタル防災行政無線設備工事費１億８，７５８万円ですか、こ

れにつきましては、総務省が大規模災害や救急活動の件数の増加と、それから通信の高度化のた

めに救急業務に割り当てる周波数が不足してきたこともあって、デジタル方式の活用が不可欠と

して、デジタル化を進めることとして消防や救急無線のアナログ周波数の使用期限を平成２８年

５月３１日としたものですね。

全国の消防救急無線について、１５０メガ台のアナログから２６０メガ台のアナログ無線へ移

行せざるを得なくなった。それに合わせて与謝野町も平成２２、２３、２４年度と、この３年間

にかけて、加悦、岩滝、野田川と整備をしていくというものだというふうに聞いておるんですが、

そこでも、今回は野田川の改修の分ということで、それの予算ということなんですが、一つ、こ

のデジタル変調方式に無線を変えると、非常に通達距離が短くなる。それから、周波数も

１５０メガから２６０メガ、かなり高いところへ行くんで、余計こう見通し以外は飛んでいかん

ということがありまして、全国的になかなか届きにくいということが言われてるんですが、今、

二つの地域を済ませた段階で、そういうようなことは実際、当町においてはどういうふうになっ

てるのかということについて、お伺いしたいと思います。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 塩見議員のご質問にお答えいたします。周波数帯まで、ちょっと私も専門的なこ

とは承知いたしませんけども、現在、加悦とそれから岩滝地域で既に防災行政無線が稼働いたし

ております。今なかなか電波が飛びにくいといったことがございました。そういったということ

ではございませんけども、まずは親局が役場本庁舎にありまして、それから中継局を双峰公園に

１局置きました。それから、再送信局を野田川の技能訓練センターと滝の畠中神社ということで

置きました。そうした中で、現在、二つの地域で実際に運用しておりますけども、特にそういっ

た支障は出ておりません。

議 長（井田義之） 塩見議員。
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５ 番（塩見 晋） 特に支障がないということで、それなら安心なんですが、それから、昨年の当初

予算の審議のときだったと思うんですが、宮﨑議員が、スマートホンを団員に何か５７台配付し

たとかいうような話をちらっと聞いたんですが、そのときに。それは今どうなっておりますでし

ょうか。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 今ご質問の件は、宮津与謝消防組合が配付したもんだと思うんですけども、今も

団員の皆さんにお渡しして使われているというように思います。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 消防組合のほうということで、本当に使われておりますか。まあまあよろしいで

す。恐らく使われておらんと思っとるんですけど。

それから、その部分で、同じところで少し上のほうなんですが、電波利用料というのが

１２０万払うことになってるんですが、結構これ高額なんですが、移動無線機というのは大体

１局当たりの借り賃いうか使用料が５００円とか１，０００円とか、高くても３，０００円まで

でおさまってると思うんですが、なぜこの１２０万というような積算になるかなと思って、その

分についてちょっとお尋ねします。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 本来、今、無線の関係の借り上げ料ということで、ご質問をいただきました。こ

れにつきましては、少しちょっと説明をさせていただきますと、現在、防災の業務用の無線、い

わゆる移動系の防災行政無線です。アナログですね。これにつきましては、加悦と野田川地域と、

岩滝地域があるわけですけども、野田川地域と、それから岩滝地域で、移動系の防災行政無線を

使っております。ただ、加悦につきましては、議員もよくご存じだと思うんですけども、地域振

興用の陸上移動通信システムといった略称「ＭＣＡ」と言われているものでございます。移動系

の防災行政無線につきましては、いわゆる通信エリアが狭いといった欠点がございます。現在も

野田川と岩滝、同じ移動系にいたしましても、岩滝まで届かないと、野田川と岩滝と届かないと、

こういった欠点がございます。合併してから野田川・加悦地域、それから岩滝・加悦地域といわ

ゆる野田川と岩滝は同じようなんですけども、野田川から岩滝には届きにくいといったことがご

ざいまして、今回、統一をしたいと。これはもう念願だったわけですけども、いうことで予算を

上げさせていただきました。そうした中で、先ほど申し上げましたＭＣＡの無線を採用していこ

うといったことになってきましたので、そのリース代を計上させていただいたのが、予算が膨ら

んでいるといったことでございます。

移動系の防災行政無線も、それからＭＣＡ無線も、いわゆるデジタルの計画はございません。

ただ、移動系の防災行政無線は、新たにやりますと広げていくわけですね、もしＭＣＡをやって

いこうと思うと、近畿運用通信局ではもう割り当てをしないと、いわゆるデジタル化は決まって

ないけども、もう割り当てはしないんだということになっております。そしたら今度、何の道が

あるかないうことになりますと、移動系の防災行政無線につきましても、今度はデジタル化とい

うことになります。デジタル化ということになりますと今度は、今、防災行政無線のデジタルと

同じで、基地局をつくっていかなければならないと。これ、莫大なお金がかかってくるといった

ことがございます。
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それからもう１点、今、デジタル防災行政無線を整備をして、今、申し上げましたように今年、

来年度で完成するわけですけども、それは移動無線として活用するといったことは法律で禁止さ

れております。そういったこともございまして、今回、ＭＣＡの地域振興型のＭＣＡ無線を採用

していこうということでございます。

そうした中で、それらの中継局の利用料と、リース料といったことで、今回、計上させていた

だきまして、このように金額が上がったといいますか、大きくなってるというのがその理由でご

ざいます。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） ＭＣＡについてはこの後から聞こうと思っとったんで、僕は聞いたのは、

２４５ページの防災行政無線管理維持事業の中の役務費ですね、１２番、電波利用料が１２０万。

これは恐らく、その移動用の個々のいわゆる無線機１台１台にかかってくる利用料だと思うんで

すね。ＭＣＡのほうはそんなに利用料は要らんはずですわ、親方のほうが電波利用料を払います

ので。そういう部分で一体これは相当な金額だけども、どういうわけですかということを聞いて

おるんですけども。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 大変、答弁がおくれまして、申しわけございません。これにつきましては、今、

整備しておりますデジタルの固定系の電波利用料ということでございます。平成２２年、２３年、

それから２４年に整備をされていきます。そういったことで、デジタルの固定系の電波の利用料

が見ていかなければならないということでございますので、計上させていただきました。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） そうすると、各庁舎の固定と、それから基地局と、それから、今さっき言われた

３カ所か４カ所の、その部分の使用料ということで、これ１年分ですか、そうすると。１年ごと

に払うんですけども、全納もできるんですが、何年かは。まあよろしいわ、そしたらこのこと。

はい、大体わかりました。

先ほど言われました、そしたら今度ＭＣＡのことについてお尋ねしますが、そうすると、さ

っき聞いた説明では、加悦とそれから野田川と岩滝とか、方法が違う形で消防無線を使うとい

うような感じに受け取ったんですが、それでよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） 議員のおっしゃるとおりでございます。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） そうすると、このリースの追加ってあるんで、もともとからあると思うんですが、

総数でどのぐらいになるかということと、それから、これは全然いわゆる野田川と岩滝で使うの

と周波数も全然違うわけですね。ＭＣＡは８００メガあたりを使うと思うんですけど、８００メ

ガを使うＭＣＡは、平成３０年になると周波数を変えていかんなんと法律でなってるんです。そ

ういう部分で、このリースの期間が何年間かわからんですけど、その期間によってはかえってリ

ース期間が無駄になるというようなことも考えられるんですが、それはどういうように、何年間

のリースでこのＭＣＡの機械を借りられるんでしょうか。
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議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） リースの期間は７年間でございます。

今おっしゃいましたけど、私も余り詳しくないんですけども、今度は４００メガヘルツ帯です

か、ここを使うようでございます。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） いや、ＭＣＡは８００と１，５００だったと思ったんですけど、周波数的には。

まあまあ、そこら辺はどちらでもいいんですけど、そういう部分で、僕は、周波数が先に行くと

変わるということがあるんで、今、言われた７年だと、もう最後のほうが使えなくなるかもわか

らんなというような気がするんですけど、平成３０年、きっちりかどうかわからないですけど、

そのころになると、ちょっと使う周波数が変わるんで、機械そのものをかえんなん状況が起きて

くるんです、僕が調べとる限りＭＣＡの機械については。今、行政のほうがどういう形で契約を

しておられるかいうことはわからないんですけども。

そういうわけで、先ほどでも言いましたように、ＭＣＡのほうが断トツ使う経費いうんですか

運用経費は、自前で野田川、岩滝でやるより安くなると思うんですけど、その対比ですね、維持

する経費とかそういうようなものはどのぐらいの違いがあるかいうことは出されておりますか。

議 長（井田義之） 奥野課長。

総務課長（奥野 稔） まず、先ほど申し上げましたけど、三つの地域を統一したいということがござい

ました。それから、リース料につきましては、１台当たり機器リース料が２，０００円、それか

ら利用料が２，０００円ということでございます。議員もご承知のことかと思いますけども、基

地局が大江山にあります。そういったこともありまして、こういう廉価で電波が届くところでご

ざいまして、安いリース料と機器利用料ということでございます。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） ＭＣＡを使った行政のシステムですか、それは無線の従事者の資格も要りません

し、かなり簡便に使えて、今、地方公共団体でも特に防災の災害とかそういうときに非常に役立

つということで、そういう使い方が多いですし、ただ、１通話いうんですか片側通話で話すんで

すが、５分間以上は話ができんということで、ちょっとその部分が難しい部分もあるかもわから

んですけども、使わないときは普通、行政同士でも通常の業務にも使ったりしてるというような

ことも聞いておりますので、もう少しうまいこと運用すれば、連絡方法の一つとして、非常に重

要なもんかなと思っています。よう考えれば、先にデジタル防災行政無線を設備したんが、ちょ

っともったいなかったかなという気がせんでもないですけど、それ十数億、２０億ぐらいかけて

るんですか、結局ね。そういう感じこれ、あれですか。ＭＣＡとは別個に、別個はＭＣＡはＭＣ

Ａでしょうね。そうすれば、今度１億８，０００万ほどの予算があったんで。わかりました、は

い。

そういうことで、ＭＣＡは使い方によって、本当に有効なものなので、ぜひうまいこと使って

いただきたいと思います。

それから、次の質問に移ります。１６１ページですね、労働費です。朝方も勢旗議員の質問で

ありましたけども、住民生活に光を注ぐ交付金ですね、朝もあったんですが、２２年の１０月以

降の補正で予算計上した中に、災害時要援護者支援で、たしか４２０万ほどの事業費で予算の枠
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があったと。先ほど企画課長も視覚障害のある人への緊急時の通報機器とかということを言われ

ましたが、そのときに私そのことについて質問したことがありまして、どういう機械を入れられ

るんだと聞いたときに、何か余りしっかりした機器いうか、こういう形だということを聞かなん

で、パトライトが回るようにするんだとかなんとか、よくわからんことで話が終わっておりまし

て、現時点でその部分がしっかり決まってきているということであればお伺いしたいと、このよ

うに思いますが。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。今、議員ご指摘のように、平成２２年度の住民に光を注

ぐ交付金を活用して、いわゆる災害時要援護者の支援事業をやっていこうということで、２２年

度予算に計上をいたしましたが、それを２３年度予算に繰り越しを行ってきているということで

ございます。それで経過としましては、ちょうど１年前の３月議会の際に、塩見議員よりご質問

をいただきまして、この災害時要援護者支援事業の繰り越し予算について、どのような方法で行

っていくのかということについて、ご質問をいただいていたということであったかと思います。

それで、その際にお答えをしておりましたのは、ＦＭ告知機をそれぞれ住民の皆さんのご家庭

に設置をさせていただいておりますけれども、聴覚に障害をお持ちになっている皆さんは、例え

ばＦＭ告知機のパトランプが点滅をしても、それは目で見ることはできましても何の情報かがわ

からないというのが実情であるということから、聴覚に障害をお持ちの方々に防災をはじめとし

た緊急情報がお届けできるようにしていこうということで、それをこの２３年度で聴覚障害者の

センターの職員の方や福祉課の職員とも協議をさせていただきまして、現在、二つの方法でその

対応策を考え、年度末までに処理をやり切っていきたいということで作業を進めております。

聴覚に障害をお持ちの方が、おうちにおられる場合と、それから外におられる場合とございま

すので、おうちにおられる場合に、視覚情報で、目で見ていただける方法で防災情報をお知らせ

しようということで、一つには、Ｊアラートとの連携による文字放送、これをやっていきたいと

いうふうに考えております。ご承知のようにＪアラートは全国瞬時警報システムということで、

例えば津波、地震、大雨等の警報が入りましたときに、まず総務課の機器に入ってまいりますが、

それを現在、活用しておりますＫＹＴのテレビに、そのＪアラートのデータ情報が文字で流れる

ようにしていこうということでございます。

現状としては、ＦＭ告知機が点滅をして、音声でその警報情報をお知らせできるようになって

おりますけども、それだけでは聴覚障害者の方は聞こえませんので、その情報がイコール文字に

変わってテレビで３チャンネルさえつけていただけば情報が見れるというような、Ｊアラートと

の連携によるＫＹＴの文字放送、これができるように構築をしたいということで現在進めてきて

おります。情報が入りましたら３チャンネルは自動的に文字情報が表示をされまして、それによ

って大雨警報が出たとか、津波警報が出たとか、それが目でわかるということでございます。し

たがって、これは聴覚に障害をお持ちの方以外の一般の方にもそれができるということでござい

ます。

それからもう一つは、外におられましたときには、ＦＭ告知機の動作はわかりませんので、い

わゆる携帯電話、スマートホンなんかにその情報がお届けできるようなシステムをつくっていこ

うと、こういうことを考えておりまして、いわゆるメールマガジン機能を追加していくというこ
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とでございます。ＫＹＴ基地局の中の機器に、いわゆる携帯、パソコン等のカテゴリーを追加い

たしまして、情報さえ町から発信をさせていただければ、それが携帯に届くというシステムを構

築していきたいということでございます。

２２年度から繰り越した予算の中では、情報が届くところまではできませんけれども、情報さ

え送れば届くというシステムにだけは変えていきたいということで、以上２点の対応策を考えま

して、今、取り組みをさせていただいております。これにつきましては、先ほど申し上げました

１年前のときに、さらにいろんな方法を検討した上で、有効に活用できるようなことを、予算の

住民に光を注ぐ交付金の残りぐあいも見ながらやっていきたいというご答弁をさせていただいて

おりまして、本来、総務委員会等で経過の報告なり、考え方なりご説明申し上げて進めるべきと

ころでございましたが、それをまだいたしておりませんで、その点につきましては、大変申しわ

けないんですけども、そのような考え方で住民に光を注ぐ交付金を活用して、そういった災害弱

者の方への対応策を図っていきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 少し年月をかけていろいろと検討をしてもらいました。最終的な形ができてきた

んかなというように思っておりますが、今お尋ねした中で、１点、テレビで緊急なのが入ったと

きに即見れるようにするって、これは自動的にテレビの電源も入って映るようにするという、そ

ういう部分まできちっとできておるもんなんでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えします。基本的にはＦＭ告知機が自動で点滅し、音声が自動で流れる

というところまでは自動なんですけども、それを見て、あるいは聞いた上で、もう一度聞きたい、

どんな情報かを知りたい場合に、ＫＹＴのスイッチ３チャンネルを入れていただいたら、それが

映るという、そういうことですので、ご理解いただきたいと思います。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 福祉課長にお尋ねしますが、この機器を実際に使ってもらったというような対象

の方というんですかね、それはどのぐらいの方がおられるんでしょうか。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） 平成２３年の１０月現在でまとめております、この障害者手帳といいますのは京

都府がまとめておりますので、その情報を取り出して見ておりますと、今、申し上げました平成

２３年の１０月現在で、聴覚、それから平衡感覚については同じ障害でまとめておりますので、

この方が与謝野町では１級から５級までおいでまして、１１２名の方が対象ということになって

おりまして、この方々に今、財政課長が申し上げましたようなサービスが使っていただけるもの

だというように思っております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） １１２名の対象者が当町にはあるということで、希望されない方には無理だとも

思うんですが、その特徴をよく説明してもらいまして、なるべき大勢の方が使っていただけるよ

うにしていただきたいと、このように思います。

それから、質問を変えます。児童手当ですね、子ども手当ですが、補正でも２３年度の補正の

８号で質問をしたんですが、報道によりますと、現在、開会している通常国会で子ども手当に変
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わる来年度以降の制度について、また名称を「児童手当」に戻すというようなことで合意されて、

今月内ぐらいには議案が国会を通過をするんではないかなというふうに、そういうように見通し

を言われておるんですが、前回の答弁聞いたのとちょっと変わったことが起きとるように思うん

で、前、私も質問した中で、去年の９月以降、今年の３月までの申請をこの月末までにしなかっ

た人はどうなるかということを質問した、その部分の答弁ですか、その部分が今回、若干変わる

ようなことを報道で知りましたので、課長ご存じでしたら説明していただけないでしょうか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 子ども手当の関係につきましては、今ご案内いただきましたように、今回、児童

手当に変わるというような状況になっております。そして、前回の答弁では、「２３年度分につ

いては３月の末までに申請してくださいよ。」そして、「申請していただかないと払うことがで

きませんよ。」ということで、答弁させていただいた経過がございますけれども、これがやはり

全国的に見ますと、大変こう、申請の方が「出してるからいいわ」というようなことやら、なか

なか申請に行く時間がないというようなことから、申請書を提出される方が少ないということで

ありますので、これが６カ月間程度延びるというような情報をお聞きしております。

そこで、与謝野町の現状を申し上げますと、あのときには相当の数の方がまだ申請がされてい

ないという報告をさせていただいておりましたけれども、きょう現在、担当者のほうに「何名な

んだ」ということで、「報告せえ」いうことで聞いておりますと、与謝野町では現在３名になり

ました。この方については、再三、請求をしたり、また電話で連絡をしたり、文書で送ったりと

いうような手法をとっておりますけれども、いまだに３名の方についてが出ておりませんので、

この期間、まだ１週間程度ございますので、さらに町のほうとしては、「出してくださいよ」と

いうことは啓発してまいりたいというように思います。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 申し込みの期限が半年延びたということで、９月末まで延びるであろうですね、

まだ法案が通ってないので、そういうような予定のようですが、当町はもうあと３人の方がまだ

出されてないということで、ひとつそこら辺は、また連絡をしていただいて、申請してもらうよ

うにしてもらいたいと思いますが、その中で、子ども手当の予算について、少し見させてもらっ

とったんですが、支払いが３億９，３００万円、入りを見ておりまして、国が２億９，２００万

円、府が５５０万円ということのようでしたが、これのいわゆる町の負担する分というのは、今

と法案は通る通らん関係なしに、ほとんどその負担の率は変わらないと思うんですが、いわゆる

国・府・町の負担の割合というのは、どのぐらいになってるんでしょうか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 予算書の１２０ページ、１２１ページをごらんいただきたいというように思いま

す。特に１２０ページのところに、この子ども手当の財源内訳というのがございます。国・府支

出金、総トータルとしましては３億９，６８１万４，０００円のうち、国・府で３億

４，３０３万円ということで、一般財源が５，３７８万４，０００円ということになっておりま

す。これが町負担ということになっておりまして、以前、子ども手当ができる前の児童手当の負

担金が大体これぐらいの金額だったということがありますので、子ども手当のほうに変わりまし

ても、大体、町の負担については児童手当当時とほぼ一緒の金額で負担が済んでるといいましょ
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うか、負担しなければならないと、このようになっております。

本来でしたら、子ども手当に変わった段階で、国の制度でありますので、このあたりについて

は町の一般財源がなくなる方向で、かなり要望等はしておったわけなんですが、先ほど申し上げ

ましたように、児童手当のあたりの負担については、町に求めたいということから、現在このよ

うな負担になってるということでご理解いただきたいと思います。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 過去の児童手当と同じぐらいの負担が町にあるということですが、ここで言って

も始まらんことなんですけども、子ども手当はもともと民主党のマニフェストで、全額国庫負担

にするということで始まったというふうに思ってるんですが、なるべくならそういうようになる

ように、また国会議員にもお願いしたいなというふうに思います。

最後に、２０５ページの観光のイベント開催事業です。町のホームページ等で今、「雲岩公園

のつつじ祭りが４月８日に開催されます」というように出てるんですが、なかなか課長のはなむ

けにぱっと咲けばいいかなと思うんですけど、どう考えても、きょうあたり雪が降るような状況

ですので、なかなかそれも厳しいかなと思ってますが、区のほうは、「できたら１５日にできん

かな」というような話もあったようですが、特にどういう形で結局８日になったのかなというこ

とを、課長ご存じでしたら説明お願いしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。４月の８日ということで決定をしていただきました。ご

指摘のとおり、この季節ということで、４月に１週間ずらさないと花が咲かないというようなこ

とを地元でも議論されておりました。そういった中で、地元の積極的な取り組みもございますし、

それから与謝野町としても単なる地域の祭りということではなくて、これを観光につなげていく

一つの商品として、この３年前から取り組みをしております。実はそこのタイムラグが出てまい

りまして、この丹後全体の中で、この春先にいろんな花が咲くわけですが、そこの春ハイキング

ということで、いろんなメニューを各市町が出します。それを全部一括しまして、ＪＲ西日本が

もと持ちで西日本エリアの駅にすべてこの配布をしまして、そして、観光客をそれぞれのメニュ

ーの中に取り込んでいくという一つの商品として雲岩公園祭りを位置づけております。

そこで、うちとしては、もう日にちを変えていただくということについては、逆にもてなしの

部分で非常に重要だというふうに思っておりましたけれども、全体的な中での与謝野町の部分だ

けを日にちをずらすということになりますと、それが事前に発覚すればＪＲ西日本としては、そ

れがすべて出せないというような大きな問題もございまして、私どものほうとしては調整を図っ

てまいりましたけれども、やはり商品化ということによりまして、こういう弊害が起きたという

ことでございます。経過としてはそういうことでございます。

非常にこの体験は、非常に重要だったというふうにしておりまして、今後、簡単に商品をつく

っていく中には、特に生物といいますか、固定物ならいいんですけども、花とかというようなも

のについては十分配慮しながら日程設定をしていかなければならないということを痛感しており

ます。

以上です。

議 長（井田義之） 塩見議員。
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５ 番（塩見 晋） 去年、この祭りが地震の関係でなくて、ことしは頑張ってやろうでというような

ことで、地区も。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） ゼロですか。そしたら終わります。

ぜひ皆さん、花は咲かないかもわかりませんけども、８日には祭りをしますので来てください。

お願いします。ありがとうございます。

議 長（井田義之） ここで、暫時休憩をいたします。２時４０分まで休憩します。

（休憩 午後 ２時２７分）

（再開 午後 ２時４０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開します。

一般会計予算に対する質疑はありませんか。

２番、和田議員。

２ 番（和田裕之） 失礼します。それでは、２４年度予算について、２回目の質問をさせていただき

たいと思います。よろしくお願いします。

まず、保健課長にお伺いしたいと思います。ページでいきますと１３９ページの一番上、ワク

チン等接種事業、これについてちょっとお伺いをしたいと思います。まず、子宮頸がん、そして

ヒブ、肺炎球菌ワクチン、これら３種のワクチンそれぞれに１，２５０万円が計上されておりま

す。これにつきましては、以前の議会でも質問させていただきましたが、確認のためにお伺いし

ます。国の制度は、平成２４年３月末で終了の予定でありましたけれども、国のほうの制度が

１年延長されることとなり、引き続き２４年度も国の負担により無料接種していただける。こう

いうふうに理解させていただいてるんですが、これでよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） 予算書１３９ページの上段にあります子宮頸がんワクチン等接種事業のご質問で

ございます。議員御案内のように、国の４次補正におきまして、平成２４年度も継続して実施さ

れるということになっております。そういった中で、歳出の予算はこのページに記載しておりま

すけども、財源といたしまして歳入予算では、国の４次補正、それから、この与謝野町での

２４年度当初予算をまとめる時期とスケジュールが合いませんでしたので、財源としては現在、

当初予算には計上しておりませんが、２４年も全額、国の負担ということが決まっておりますの

で、補正対応をしていきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） 歳入のほうが計上されてないことで、ご答弁いただきました。それを確認をまず

１点させてもらいました。

次に、この３種類ワクチンですね、これの接種対象年齢ですが、ちょっと確認のためにお願い

したいと思います。

議 長（井田義之） 泉谷課長。

保健課長（泉谷貞行） ご質問にお答えいたします。この事業につきましては、平成２３年１月３１日か

らスタートしておりますが、その当時の対象者と現在も同一でございますが、子宮頸がんワクチ

ンにつきましては、中学１年生から高校１年生、それから、ヒブ・肺炎球菌につきましては、ゼ
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ロ歳から５歳未満児、要するに４歳までが対象となっております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） はい、わかりました。まず１点目の子宮頸がんワクチンですね、これはご承知の

とおり２０歳から３０歳の若い女性の方で、この女性の方の発症率が高くなっているということ

で、日本でも毎年１万５，０００人の方が子宮頸がんと診断されているというようにお聞きして

おるんですが、このワクチンですね、効き目をよくするために、アジュバントいわゆる免疫の増

強剤これが添加されているというふうに認識をしておるんですが、これに限らず、副作用ですね、

この点については十分理解していただく必要があるのかなというふうに思ってます。

また、接種に当たっては、これ本人さんだとか保護者の方の希望がある場合に行う、いわゆる

任意接種ですか、こういうことになっておりまして、接種を受けていただける方には、この例え

ば子宮頸がんワクチンなんかは非常に関心のあるワクチンだというふうに思っておりますし、皆

さん無料で接種できるということで、多くの方が全国的にも摂取されとるというふうに認識して

おりますが、当町でこのワクチン、半数以上の方が摂取されているのか、その点についてお伺い

したいと思います。

議 長（井田義之） 泉谷課長。

保健課長（泉谷貞行） 子宮頸がんワクチンの接種率についてのご質問かと思います。平成２２年度にお

きましては、事業スタートから２カ月ということもございまして、４４．７％ということでござ

います。平成２３年度におきましては、１１月末時点での数値でございますが、接種率は６３％

というふうになっております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ２３年末で６３%以上ということで、わかりました。この子宮頸がんワクチンは、

３回接種する必要がある、こういうふうに認識しておるんですが、１回目接種から１カ月後です

か、これに２回目、そして半年後３回目の接種ということになると思うんですが、この国の助成

制度ですね、これが終わりますと６カ月ありますので、年度を越える場合というのが、これがあ

ると思うんです。２３年度においても京都府のほうでも継続に向けて国のほうに要望されており

まして、今回２４年度も継続で無料接種していただける、こういうふうになったわけですが、今

後、２５年度はどうなるのかという点と、このワクチンに関してはワクチン不足、これが一時あ

りましたので、その点もあわせてご答弁いただけたらなと思います。

議 長（井田義之） 泉谷課長。

保健課長（泉谷貞行） この子宮頸がんワクチンにつきましては、議員おっしゃいましたように３回接種

の必要がございます。１回目２回目が１カ月の間隔をあけまして、２回目３回目が半年後という

ふうなことで、接種から７カ月を経過することから、年度をまたぐ可能性がございます。今でし

たら平成２４年度、今年度に１回接種していただきますと、その対象者の方は翌年度、学年が変

わりましても対象となると。それで継続して接種していただけるということになっておりますの

で、２５年度において、また継続されるかどうかは現時点ではわかりませんが、２４年度の対象

者の継続という意味では２５年度も実施されるというふうに思っております。

それから、ワクチンの供給の関係ですが、昨年の７月でしたか、製薬会社からの需要と供給の

関係で、ワクチン不足が言われた時期がございましたが、現時点ではそういった情報もいただい
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ておらず、希望者の方にスムーズに接種していただいているというふうに認識しております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） 無料で接種、１回これ接種１万５，０００円以上かかるというふうに思っておる

んですけれども、これ任意接種になりますので強制はできないんですが、受けられる方も十分副

作用だとか、効果ですね、これを理解していただいて、無料で受けれる間に接種していただける

ようにＰＲのほうもあわせてお願いしたいなというふうに思います。

次、質問を変えさせていただきます。２２３ページで、これ建設課長にお伺いしたいんですが、

街路灯・防犯灯整備管理事業ですね、これについてお伺いしたいと思います。この事業

１，５００万が計上されております。このうち１，２００万、これが光熱費ということで

１，２００万ですけれども、これは与謝野町の３地区全区で４，１４０灯ですか、これの防犯

灯・街路灯があるというふうに理解しておるんですが、この契約ですね、これは定額電灯もしく

は街路灯契約、いわゆる１契約といいますか１灯幾らという計算になると思うんですが、この点

でよろしかったでしょうか。

議 長（井田義之） 西原建設課長。

建設課長（西原正樹） お答えいたします。防犯灯・街路灯の部分についてでございますけれども、今、

議員がおっしゃったような格好で、契約は何件か分けておりますけれども定額で行っております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） はい、ありがとうございます。１灯というか１本幾らということで、これ全部が

例えば２０ワットの直管型の蛍光灯というわけではなく、多分水銀灯もあるんかなというふうに

は思うんですが、そのワット数に応じて幾らという電気料金になっておるというふうに理解して

おります。

次なんですけど、ＣＯ２削減ですね、それと省エネの関係で、いろいろと当町でも取り組みが

されておりますけれども、昨年の１２月、電力会社の１０社、これが街路灯・防犯灯のＬＥＤ化

に向けて、これらの定額電灯だとか公衆電灯ですね、これの２０ワットからの契約だったものを

１０ワットまで蛍光灯というか電灯ですね、これに対応する新料金区分、これを設定して、経済

産業大臣に電気事業法第２１条に基づいて、許可申請を行っております。それによって昨年の

１２月１日から新料金がスタートしたわけですが、このことを課長はご存じなのかどうか、その

点をお伺いしたいと思います。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えいたします。平成２３年の１２月にいわゆる１０ワット以下の料金体系が

できたというふうなことをお聞きをしております。これによって、例えば今、当町の防犯灯とい

うのは２０ワットというのが標準にさせていただいておりまして、ほとんどがそれであるという

ふうに思っております。これを例えばＬＥＤの関係の１０ワットに変えると、相当いわゆる光熱

費が安くなるというふうなことにはなるだろうというふうに思っております。ただ、今まで

２０ワットの部分を使わせていただいておりますので、１０ワットになったときのいわゆる明る

さ、そういったことについては今後、研究をさせていただきたいというように思っております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ご存じだということで、毎年これを見ますと２００万程度の修繕料、いわゆるこ
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れが多分蛍光灯の球交換だとか修理だとかいう点かと思っております。そしてまた、新設ですね、

５００万程度ございますけども、新たな防犯灯をつけられておるというふうに理解をいたしてお

ります。先ほど課長おっしゃいますように、ＬＥＤにすると２０ワットでいくと、消費電力は半

分以下に抑えられますので１０ワット契約に適合するということですね。それで、いわゆるその

１０ワットからの契約ができたということで、これいわゆる電力会社によっても違うんですけれ

ども、１灯当たり３５円から３８円かなというふうに計算を試算しておるんですけれども、これ

１灯で３８円というのは月額ですので、３８円ぐらい減るということで計算しますと、これが

１２カ月で４５６円、これが全灯で４，１４０灯ということになると１９０万円ぐらいは、この

１，２００万円から減るんではないかなというふうには試算をしております。

これ単純に計算したんであれなんですが、いわゆる電気代が削減できるということで、メンテ

ナンスですね、蛍光灯の交換とかも、けた違いに高寿命化というふうになります。それとＣＯ

２の削減という面と、先ほどちょっとおっしゃっとった明る過ぎるとかいう明るさの問題もある

と思うんですが、ＬＥＤにすると明るくはなると思うんです。それで、設置基準ですね、この間

隔も若干短くなるんで、総本数も減ってくるということではないかなというふうには思っておる

んですけれども、これを順番にでもかえるようなお考えがあるのかどうか、その点をお聞きした

いと思います。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えをしたいというふうに思います。確かに今、東京電力のほうでは電気料金

を値上げするというふうな一部新聞報道されておりましたけれども、今後いわゆる原発の関係で、

例えば関電のほう等々ともどういうふうな話が出てくるかわかりませんけれども、このことにつ

きましては、いわゆる今後、経費を節減するという意味では、大変大きなことだというふうに思

っておりまして、現在もこれをちょっとのとこですけれども、環境ビジネス研究所というふうな

ところでも試算がされてるようでございまして、今後につきましては、今、先ほども申し上げま

したように、いわゆる電力量の節減をしようと思いますと、太陽光パネルを除きますとＬＥＤし

か節電をする方法がないというふうに思っておりまして、このことにつきましては、今後、研究

をさせていただかなければならないだろうというふうに思っております。

例えば、電力料金が１０％上がりますと、その分だけ１０％上乗せになってくるというふうな

ことが明らかなことでございますので、できるだけ２４年度にそういった方向になるように考え

ていきたいと思いますけれども、さっきも言いましたように、この料金体系が１０ワット以下の

料金体系ができたいうふうなことでもございますので、さっき言いましたように、一部どっか試

験的にそういうふうな地域をまとめてそういうふうなことについて対策を立てていくとか、その

辺のところを研究させていただいて、それで従来と変わらない、なおかつ電気料金が安くなると

いうふうなことになれば、やはりずっと計画を立てていってＬＥＤにするというふうなことも必

要なことだろうというふうに思いますし、いわゆる長寿命化のメンテができるといったことにも

大きな期待もしておりますので、考えていきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） 試験的でも結構だと思いますので、ぜひとも器具自体が一般の防犯灯とそのＬＥ

Ｄの防犯灯と余り変わらないんのじゃないかなというふうに私は考えておるんです。例えば壊れ
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たところから新しくしていただくとか、新しくつけようと思ってらっしゃるところにＬＥＤ灯を

つけていただくとかいうふうな、そういう形でもいいのかなというふうに私は思っております。

省エネの関係ですけども、先ほど課長おっしゃいましたように、言ってみれば２０ワットが電

気代というのは一定額なんで、２０ワットを何時間つけておっても結局一緒なわけなんです。暗

い時間が、例えば冬なんかは長い時間１０時間以上点灯しておるという形になると思いますし、

夏はもっと短い時間点灯をしておるわけですけれども、時間は関係ないにしても、ちょっと難し

いかもわからんですけども、２０ワットということは、例えば、蛍光灯２０ワットはご存じだと

思うんですけれども、これを全体４，１４０灯ですか、これで計算すると、８万２，８００ワッ

ト、８２．８キロワットということになるんです。ということは、１，０００ワットのドライヤ

ーを８２台つけとるだけの電気を食っとるということになるんで、その点のところでも、あとＣ

Ｏ２削減という面でも、かなり変わってくるかなというふうに思いますので、ぜひともご検討よ

ろしくお願いしたいと思います。

最後ですけれども、質問変えさせてもらって、福祉課長にお伺いします。１２５ページをお願

いします。これの保育所の整備事業について、お伺いしたいと思います。まず、備品購入費で

２０万円が計上されておりますけれども、これは岩滝保育所１台、加悦保育所３台ということな

んですかね、４台の緊急通報装置ということで理解してよろしいんでしょうか。また、具体的に

どのようなものなのかを簡単で結構ですので、お願いしたいと思います。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） ご質問の予算書の１２５ページの中ほどに、保育所整備事業といたしまして、全

体では２９０万円の予算を持っております。その中の備品購入費の中の、その他備品というのが

ございます。ここで２０万円計上させていただいておりますけれども、今、議員ご案内いただき

ましたように、これについては野田川地域の保育所については、すべて緊急通報装置が入ってお

りますけれども、加悦地域と岩滝地域については入っておりません。それで今回、５万円の４カ

所分の緊急通報装置を設置したいということで予算を上げさせていただいております。

これについては、あるところでスイッチを押しますと、この情報というのが近いところに緊急

事態が発生したということで連絡が行くということで、現在、独居の方の緊急通報と同じように、

ずっと流れていって、３カ所流れていくというようなことでございます。そういったことで、近

くの例えば小学校でありますとか、庁舎が近くであれば庁舎のほうに流れたり、そういったすぐ

に支援していただけ、また、そこに人がおるところを３カ所登録できますので、そういったとこ

ろに緊急時については電話回線を使って緊急情報を伝えると、このようなシステムを今回、導入

させていただくということで計上をさせていただいております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ３カ所、これ電話回線で音声によって恐らく異常を伝えるという、こういうよう

な装置だと思うんですが、これに関して、例えば非常ベルが鳴るであったりとか、パトランプが

回るとか、そんなようなシステムではないのかという点と、野田川は全部ついておるということ

は認識しておったんですが、これで４台入れてもらったら全部これで完備されたということでよ

ろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。
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福祉課長（佐賀義之） このシステムにつきましては、火災報知機のようにボタンを押したら大きなベル

が鳴るというような情報ではなしに、先ほど申し上げましたようにその情報が支援者のところに

伝わっていくというような、そういうシステムということになっております。

また、今回の４台設置させていただくことによって、保育所についてはすべて緊急情報装置が

つくということになります。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） これで全部ついたということで、これ昨年の保育所と学校の防犯・防災について

ということで、２３年度の３月議会で、地震の前の日だったと思うんですが、発言させてもらっ

とったんです。これで全部ついたということで、大変ありがたいなというふうに思っております。

それと、それは通報装置が装備されたという、装備というか、これでつくということなんです

が、あと護身具だとか、そういう関係のほうが、また何か改善されておることがあったらお願い

したいと思います。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 以前から例えば不審者が入った場合のさすまた等については、一部の保育所につ

いては整備してる部分があるんですが、使い勝手等々によりまして、なかなかすべての整備が現

段階でもまだできていないのが現状でございまして、まだのところについては早急に整備をした

いということで、１年前に答弁をさせていただいていたかもわかりませんけれども、それの実際、

入れて、それを使い方の指導等も含めて、もう早急に整備をしていきたいというように思ってお

ります。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） さすまたは前のときもそうですけど、ちょっと使いにくいということで、例えば

トウガラシスプレーであったりだとか、警戒棒であったりだとか、この点ではやっぱり値段が、

今回１台５万円の費用なんですけど、それを１万円ぐらいのもので購入していただけると思いま

すので、ぜひ前向きに検討していただけたらありがたいなと思います。

以上で２回目の質問を終わらせていただきます。ありがとうございます。

議 長（井田義之） ほかに質疑はありませんか。

１６番、今田議員。

１ ６ 番（今田博文） それでは、３回目の質問をさせていただきます。財政課長に伺います。先ほど福

祉共生型の利子補給の関係で話が出てました。今の予定では、１年ずつ予算組みをして、その年

に補給といいますか手当てをしていくと、こういう形だろうというふうに思うんですけれども、

長年、先ほどお聞きすると１５年ぐらいだということだったんですが、債務負担行為との関係は

どのようにお考えでしょうか。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。その点につきましては、今回の件で福祉課のほうとも相

談をさせていただきまして、債務負担行為を組む形でのお約束といいますか、そういう形はとら

ずに、年度の予算の議決によってそれを行っていくという形にしていこうということから、債務

負担行為をとるという形については行っていないということでございます。

議 長（井田義之） 今田議員。
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１ ６ 番（今田博文） 議決によってということなんですが、例えば今、我々はこの議会におります。

１０年も１５年もすると、もうここのメンバーもほとんど一人もおられないということになるん

だろうと思うんですね。そういったときに、そういう約束というのが、いろんな財政シミュレー

ションを見せていただいても、かなり厳しいと、そういう中で、この予算を落としていく、ある

いは議会で承認されないというふうなことが出てきたときは、今、約束しとっても、その時々の

その議会の判断で変わってくるんではないかというふうに思うんですが、そういうお考えはあり

ませんか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。その点は確かにございます。そこはやはり信頼関係でお

互いに進んでいくよりないんですけども、将来にわたってそういう保障をしていくということが、

できづらいというのもございますので、そういった形で年度の予算議決という形をとらせてもら

っているということでございます。この方法は、従来、旧町時代からそういう方法をとらせてい

ただいていて、既に１０年、２０年そういう形でさせていただいてきた経過もございまして、よ

りそのほうがいいんではないかということで、今回もそのような措置にさせていただいたという

ことでございます。

将来は、議員が言われるような予測できない事態になったときは、ですからそういうこともあ

り得るという解釈になろうかというふうに思います。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 当初、その法人を立ち上げたときには、元利いわゆる返済金と利子も全部含めて

ということで、今、手当てをされてます。今はそういう理解でここまで進んできています。今回

は元金は借り入れてくださいと、利子については補給をしていきますと、こういう一定の整理の

中でこういうことになったんだろうというふうに思うんですね。

今、課長が、将来までも約束できないというふうなニュアンスの答弁をされたんですが、その

財源を当てにし、財政の予算組みをされてるわけですね、ＮＰＯでも法人でもそうです。そうい

う相手があることですから、それは例えば債務負担行為を組まないのならば、例えば一筆交わし

ておくとかいうふうなことが必要になるんではないかというふうに思うんですけれども、そこは

福祉課長も含めて見解をお聞きをします。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） 先ほど、この支援等についての債務負担行為を組んでいくかということでござい

ますけれども、本当にこれはもっともっと早い段階から、今後どうやっていくのかということで、

将来の法人運営にも大きくかかわるということで、慎重に対応しておりました。しかし、今回、

地域共生型の福祉施設に入っていただく法人については、今までから言っておりますように、あ

る程度この町内で実績があり力もある法人に入っていただくということでございますので、そう

いったことで、本当にこんなことはあってはならないのですけども、不測の事態に陥った場合に

ついては、そういうことがあるかもわからんということで財政課長が申し上げましたけれども、

そういったことにならないように財政的にも努めたいという思いはありますし、このように議会

の中でも多くの方が聞いていただいておりますので、それからテレビを通じて恐らく聞いていた

だいておりますので、このあたりについては、将来的にも支援させていただけるんじゃないかな
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というように思っております。

なお、補足になりますけれども、今回の元金についても、本当にふるさと融資を入れますと

１１億円程度の借り入れということになりますので、そういったことがこの町としましては、以

前はその部分を支援させていただいておりましたけれども、その支援が元金部分についてはさせ

てもらえませんので、そのあたり自身については、トータルできょうの午前中のご質問でもあり

ましたように、１億８，６５２万円ということが、これは先ほど言っていただきました償還期間

としましては２５年、一番短いもの１５年等もありますけれども、最長で２５年ということにな

っておりますので、このあたりであれば、その２５年に割りますと支援をさせていただける金額

かなというように私自身は思っておりますし、また、法人のほうの力を信じておりますので、よ

ろしくお願いします。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） その法人の力を信じるということとは別問題だと思うんですね。課長、今おっし

ゃったように、この議会でもその話が出る、テレビも入ってるから住民の皆さんも聞いておられ

る、間違いないだろうということなんですが、それは約束にはなりません。約束というのは、お

互いにわかりましたということで合意をし、細かく言えば一筆でも交わしておくということが約

束なんですね。ここで議論になったから、あるいはテレビも入り見ておられるからということだ

けで約束になるんですか。

議 長（井田義之） 佐賀課長。

福祉課長（佐賀義之） 確かに議員のおっしゃられたとおり、契約というのは本人同士の捺印なり覚書

等々がなければなりませんので、ただ聞いていただいた、私が今この場で言ったということだけ

では担保されたものにはなりませんので、そのあたりについては、少し私の発言等については言

い方がまずかったということでおわびを申し上げたいというように思います。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 行政が、きちっとした立場の方が約束されたんですから、これは人がかわろうが

どうなろうが続けていただけるもんだというふうに思ってます。しかし、今おっしゃったような

２５年という非常に長いスパンの中のことですから、どう変わるかもわからないということにな

ります。施設運営、法人運営、ＮＰＯ運営にかかわってくる問題ですから、そこはやっぱりぴし

っと整理をしていただくのがいいんではないかというふうに私自身は考えています。もうこれ以

上言いません。言いませんけれども、このままでいいのかどうかについても、ぜひ検討していた

だいて、約束は間違いないんだろうというふうに思うんですけれども、ぜひそのあたりも再検討

していただけたらというふうに思ってます。

次に、教育委員会に伺います。新年度から武道といいますか柔道、剣道あるいは相撲の中から、

新しい種目といいますか、ジャンルを選んで必修化して授業をしていくということが決まりまし

た。これについての概要を教えてください。

議 長（井田義之） 土田教育推進課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。今、議員ご紹介の中学校の武道の必修化ということでござい

ます。いよいよ中学校の保健体育にですか、新学習指導要領が変わりまして、２４年度から新し

い方向性が決まりました。現行の中学校の学習指導要領では、１年生で武道またはダンスのいず
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れかを選択して履修させ、２年生、３年生で球技、武道、ダンスのうちから二つを選択するとい

う履修の方法になっております。

新しい指導要領によりますと、１年生と２年生で体づくり運動、器械運動、陸上競技、水泳、

球技、武道、ダンス、体育理論、たくさんあるんですが８領域すべてを必ず履修させ、３年生で

は球技と武道のまとまりから１領域以上を選択するという形になっております。これによって

１年生と２年生とも男子も女子も武道を履修するということになっております。その武道とは今、

言われましたように、柔道、剣道、相撲のうちどちらかの武道を選択するということになってお

ります。ただし、市町村によっては、なぎなたとか、そういうのもありますが、基本的にはこの

三つの武道を選択するということでございます。ちなみに、与謝野町については２４年度は柔道

を選択するという方向性で決まっております。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） １・２年生は新しく柔道を選択するということですけれども、柔道についてのい

ろんな指導者が足りないとか、あるいは経験がないとかいうことで、非常に今、問題になってま

す。この間、新聞に載ってました。柔道の事故が絶えない。こういう報道をされてるんですね。

どのぐらい事故があるか、２８年間で１１４人の中高生が部活や授業で命を落としてるんですね。

それから、２７０人以上が重度の障害を負ったということなんです。この数というのは、ほかの

スポーツに比べて非常に割合が高い。野球に比べて６倍から１０倍だと言われてるんですね。そ

ういうことを考えますと、非常に危険を伴ったスポーツ、あるいは授業ではないかなというふう

に私は思ってます。

教育長が、どなたでしたか柔道のことについて質問されたときに、費用がかからないから柔道

にしたということを答弁されたんですね。こういう認識でいいんでしょうか。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） お答えします。答弁が説得力がなかったそうで、申しわけございません。安いか

らしたというんじゃなしに、確かに柔道着だけで、ある意味では済むんですね。その意味で選択

する学校が多いというふうに述べさせてもらったつもりでございます。

以上です。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 今、申し上げたように、非常に事故が多いということです。これは一つの誤解が

あるのではないかと思うんですね。頭を打ったら、いわゆる脳が損傷して、いろんな障害が起こ

ると、こういうふうに思っておられる方が大半だと思うんですが、これは頭を打たなくてもなる

んです。ご存じだろうというふうに思うんですが、脳というのは頭の中にあるんですね。これは

ある水の中に浮いてるんですよ。ぴっぴっぴと何カ所かつながってる。それがこの揺れに耐えれ

ない、この中で。それでガガガーと中でなったときに、障害が起こるということなんですね。私

も初めて知りました。

一つの例、これテレビでやってたんですけれども、Ａ君が乱取りをしておったと、最後に先生

と投げ合いをしたんですね。その先生は、こう投げた。意識をして頭を打たないようにとめた。

だけども、そのＡ君は障害を負ったんですよ。もう重度の障害を負って、いわゆる植物人間みた

いになってしまったと。こういう事故もあるんです。事故を起きないように未然に防ぐ、けが人
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を出さない、ましてや死亡者を出さない。大変重要なことだというふうに思ってます。これにつ

いての防止策というのは、どのようにお考えでしょうか。

議 長（井田義之） 土田課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。今、議員が言われたように、大きな事故、障害を持たれたり、

それから死亡の事故があるということでございます。私も正直、新学習指導要領、もう２年前か

ら決まっておりまして、この問題があって、この３月の中旬にようやく柔道の授業の安全な実施

に向けてということで、文部科学省のほうから通知が来ております。これちょっと遅いかなとい

うふうには思っております。この中には、乱取りいうんですか、体落しなり、それから大外刈り

なんかはやめようということで、１年生・２年生については、とりあえず受け身をしようと、受

け身を徹底しようということがあります。

それから、指導者の問題です。指導者についても、経験年齢の浅い指導者については研修を実

施して、より子供たちが事故を起こさないようにいうことで、この１月も研究会がございました

し、体育科の先生を中心に、そういった取り組みのほうをさせていただいております。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 今あった指導者研修もされておるということなんですが、その指導者の人がどれ

ぐらいの、いわゆる人を教える能力、レベルを持ってるか、このことが非常に大事なんですね。

今おっしゃったように、非常に急づくりなんです。急に皆を集めて「４月から授業するから、ち

ょっと柔道習ってくれ」と、この程度なんです。それではなかなか教えることができない。事故

の対応もできない。こういうことなんです。専門家がおっしゃってるのには、柔道に詳しい、例

えば警察だとかそういうところに相談するなり、あるいは授業に呼んで教えてもらうなり、そう

いうことが必要だというふうにおっしゃってるんですね。警察も要請があればどんどん現場にも

出向いていくと、こういうふうにおっしゃってるんです。そういうプロの指導者を現場に呼んで

教えていただくというふうな計画はあるんですか。

議 長（井田義之） 土田課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。今、議員が言われましたように、警察及び、それから地域の

柔道関係者を要請してもよいというような文部科学省からの通達も来ておりますし、文科省から

そういう団体に通達のほうもしております。今のところ学校のほうについては、体育科の教師が

指導するということでございます。体育科の教師いうのは、大学でも４年間ほど武道をやってお

ります。武道、剣道等もしておりますので、ある一定のやっぱり経験も持っております。地域の

方から協力を得られたら、そういった活用も今後、必要ではないかなというふうに思っておりま

す。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 必要ではないかというよりも、どんどん入れていただいて専門家の指導を仰いで

いただくということも必要だというふうに思いますので、ぜひ検討していただきたいと思ってま

す。

フランスというのは非常に、答弁あるんですか。あったら言ってください。はい、どうぞ。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） その件につきましては、実は昨年度、いわゆる指導要領の完全実施を前にしまし
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て、武道の関係が新しく入りますので、先ほど言いましたように、民間の人で柔道の心得のある

人が学校に行きまして、そして直接、生徒を指導した、その授業がございました。したがいまし

て、このように柔道に対する危険性が多く語られている中では、指導者の研修や、それからまた、

実際に授業をする場合に、それらのいわゆる社会人講師という意味で、入れられるようになるの

を期待しておるわけですし、また、それらを私どもとしましては要請していきたいと、そのよう

に思っております。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 私は改めて、このことを新聞報道で読んだり、本を読んだりさせていただく中で、

フランスが柔道に強い、熱心だと、このことが改めてわかりました。非常に柔道教育に熱を入れ

て、指導者というのは、国家試験に受からなきゃならないんですね。しかも、救急救命士の資格、

これがなければ指導者にはなれない。ここまで位置づけてるんです。柔道２段の資格だとか、そ

れからいろんなことで国がそういう制度をつくって、そうでなければ柔道を教えることはまかり

なりません。こういう制度を国がつくって柔道を奨励しておるということです。日本はそういう

面から比べると、非常におくれてるということだろうというふうに思っています。

今回、柔道を取り入れられたということですけれども、これの目指すもの、目標というのはど

ういうところに置いておられるんでしょうか。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） お答えします。これをさかのぼりますと、３年前ですか４年前ですか、要するに

教育基本法の改正に源があります。いわゆる伝統文化を尊重すると、大切にするという、それの

規定によりまして、そこから学校教育の中に伝統文化、いわゆる伝統的なスポーツ、そうしたも

のを取り入れていこうという流れになっております。したがいまして、大きくいいますと、その

教育基本法の郷土を愛し、それから国を愛し、そして日本の伝統文化を尊重していくという、そ

の流れの具現化の一つとして取り入れられたものと、そのように認識しておる次第でございます。

以上です。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 教育長がおっしゃったように、日本文化に触れる、あるいは礼儀を重んじるとい

うことでは、非常に私自身も柔道というのは非常にいいスポーツといいますか、教育の一環では

ないかというふうに思っています。先ほど教育推進課長がおっしゃいました技ですね、例えば大

外刈りをかけると、どうしても頭から落ちる可能性というのが多いと。それはやめようと。それ

からもう一つ、体落しね、あれもそうです。頭から落ちる可能性が非常に強いから、それはやめ

ようと、控えようということなんですが、その技の到達度、１年生２年生に柔道を習って、どこ

までの到達度をその教育の一環として教えていこうということに目標を定めておられるんでしょ

うか。

議 長（井田義之） 土田課長。

教育推進課長（土田清司） お答えします。難しいご質問です。到達度ということです。今、教育長が言

われましたように、武道というのは礼に始まり礼に終わるということで、そういった精神ですか、

それから相手の動きなんかに対応する、それから、相手の動きというか、相手を尊重する態度、

こういうことが大事かなというふうに思っております。
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私自身も寝技だけで柔道を本当にいけるんかなということを思ってます。私も６年間ほどやり

ましたが、本当にその体落しだとか、そういった大外刈りが入って初めて柔道のよさがあるんで

すが、危険を伴うということでございます。今のポイントについては、そういった事故をまずな

くそうということで、まず基本をつくるということで、受け身を重点にやるということでござい

ます。そういった中で、最終的には乱取りというんですか、３年生になったら乱取りができるよ

うな力をつけていこうというのが今、柔道のねらいでございます。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） 今、課長がおっしゃった、ある専門家によりますと、受け身だけ習えたらいいと、

こうおっしゃる方もあるんですよ。いやいや、あかん言うとるけど、そういう人もあるというこ

とを言っとるんですよ。だから、余り私は無理をしないほうがいいと。それはなぜかと言うと、

事故が起きないようにする、これが第一ですよ。それを第一に、ぜひ考えていただきたいと思っ

てます。

柔道の創始者ですね、講道館の創始者である嘉納さんはどう言ってるか。初心者を指導する際、

けがをさせない。苦痛を感じさせないことを第一に注意をすべきだと、こういうようにおっしゃ

ってるんですね。ですから、中学校に入って初めてですよ、柔道するのが。ぜひそこはお考えを

いただいて、けが人を出さないということに細心の注意をはらっていただきたいと思ってます。

最後にもう一つ伺いますけれども、万が一にも、あってはならんことです。しかし、今、申し

上げたように、実際には２８年間で１１４人の方が死亡され、あるいは２７０人の方が重度の障

害を負っておられるんですね。万が一そういうことになったときには、補償といいますか、保険

といいますか、そういうものはどうなっているんですか。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） 現在、学校におきますいろいろな事故につきましての、今、議員がご質問になっ

ております、その保険のようなものでございますけども、これは独立行政法人スポーツセンター

ですか、皆さんになじみ深いのは学校安全会でございます。それの見舞金という形で補償がされ

ております。しかし、その額につきましては、必ずしもそれで、いわゆる満足できるとかいうよ

うな額にはなってない場合が多くありますので、それにつきましては、あとは今のところ訴訟に

よって和解なり解決をしていくという方向になります。

しかしながら、やはり議員が先ほど仰せのように、柔道に限らず、学校教育において生命を脅

かすような、そのような事故そのものをやはりなくすることが、これはもう至上課題でございま

すので、常々それらについては指導の徹底をしているところですし、そしてまた、ご指摘のよう

に、今回、柔道というのがクローズアップされてきておりますので、先ほど推進課長も答弁して

いますとおり、事故のないように、それを第一に徹底しながら授業のほうをしていきたい、その

ように指導もしてまいりたいと、そのように思っております。

議 長（井田義之） 今田議員。

１ ６ 番（今田博文） ぜひ事故のないように、安全を第一に考えて、この授業を進めていただきたいと

思います。

それでは、終わります。

議 長（井田義之） ここで、暫時休憩をいたします。３時５０分まで休憩をいたします。
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（休憩 午後 ３時３９分）

（再開 午後 ３時５０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開します。

２４年度一般会計予算に対する質疑はありませんか。

１４番、糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） それでは、３回目の質問をさせていただきます。簡単に行きます。まず、総務課

長、ちょっとお願いしたいいうか、検討していただきたいんですけど、きょうこれ避難所と避難

地、海抜一覧表をいただきました。これは２４年度の標高表示板をして一環としていただいたと

思うんですけども、これ見ていますと、備考欄、いわゆる対応災害を記載ということで、地震と

風水害が書いてあるんですけども、津波対応が書いてないんですね、津波対応が。やはりもう一

つ、津波はどこに避難地を設けるんだということを私は明記される必要があるんじゃないかと。

それともう一つ、これ岩滝地域のことを申し上げたら申しわけないんですけども、この避難地

域では、もし津波、あるいは橋が落ちたときに、避難できない箇所が１カ所あるんです。ご存じ

だろうと思うんですけども、そこも含めて、もう少しこれは補強していただくようなことになら

んのかどうか。特に津波の避難地については、私は明記していただいたほうがいいんではないか

なと、より鮮明になるんではないかなというふうに思うんですけれども、いかがでしょう。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 糸井議員のご質問にお答えいたします。今、地域防災計画の中で、津波の避難地

の指定が明確になっておりません。したがいまして、今後、地域防災計画を見直す中で、今、糸

井議員がおっしゃいました避難経路の問題、それから避難地の問題、避難所の問題、これは津波

対策を念頭に置いた見直しは当然、今後やってまいりたいというように思っております。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） ぜひ一つ、その辺は明記をしていただきたい。よく言われております、私も一般

質問で申し上げましたけれども、釜石市と石巻市の学校の問題です。一つの学校は、こういうマ

ニュアルができておったけども、避難地が指定してなかったということで、子供を校庭に集結さ

せた。その間に津波が来て、７４名の方が、子供が、あるいは職員が１０名亡くなったというこ

とであります。一方の、これは釜石の小学校ですか、これは「釜石の軌跡」というふうに言われ

ておりますが、これは常にそういう訓練をし、そして、避難地をきちっと定めておったというこ

とで明暗が分かれたという事例がありますので、一つこの辺は、きちっとした防災対策としてつ

くっていただきたいなというふうに思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

それで、関連でちょっと建設課長にお尋ねをしたいと思います。この避難所・避難地を見させ

ていただいても、避難所は特に、公共施設がたくさんあるわけです、この中で。今回の予算書の

中で、２１９ページにいわゆる耐震診断の補助事業が組まれております。それは谷口議員も質問

されておりましたけれども、京都府のいわゆる制度に乗ったものではないかなというふうに思っ

ております。いわゆる３２８万１，０００円の２１９ページに耐震診断補助事業が計上されてお

ります。地震に強い安心・安全なまちづくりに、住宅の耐震化は不可欠ということで、５６年の

５月３１日以前に建てられた建物については、こういう診断という補助事業があるというふうに

思うわけですけども、これはあくまでも個人を対象にした事業ではないかなというふうに思うわ
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けですね。今回のこの避難所等につきましては、いわゆる公共施設についての耐震診断ですね、

あるいは耐震補強、改修、こういったものは２４年度の予算書には出てないわけなんですが、今

後そういう公共施設の町民住宅も含めて、どのような考えをお持ちなのか、まずお尋ねしておき

たいと思います。

議 長（井田義之） 西原建設課長。

建設課長（西原正樹） お答えをいたしたいと思います。予算書の２１ページをごらんいただきたいと思

います。予算書の２１ページです。その中で、土木費の国庫補助金があると思いますけれども、

そこで住宅建築物安全ストック形成事業補助金ということで２２１万２，０００円計上させてい

ただいております。これの中といいますのは、先ほど議員がおっしゃいましたように、木造住宅

の耐震診断、あるいは耐震改修の補助金のほかに、岩滝体育館の耐震診断を平成２４年度でやり

たいというふうなことで、岩滝体育館の耐震診断の補助分をこの中で計上させていただいており

ます。また同じく、岩滝体育館の判定委員会の手数料というふうな部分につきましても補助の対

象になるということを言っていただいておりまして、この部分につきまして、国土交通省の補助

金を活用させていただきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） この２１ページの２２１万２，０００円は、今、言われましたように岩滝の町民

体育館これの関係だというふうに言われてたんですが、私が言っておるのは、そのほかにたくさ

んの避難地もあるわけです。だから、そういったところの、いわゆる５６年以前の建物、そうい

ったものへの診断、それからもう一つ、一番私が申し上げたいのは、町営住宅ですね、町営住宅、

これは常に人が住んでおるわけなんで、こういったとこの診断といいますか、計画といいますか、

建てかえというふうな、ものもあるんですが、そこら辺はどのように考えておられるのか。特に

町営住宅の関係については、私は緊急を要する事項ではないかなというふうに思っておるんです

が、そこら辺の考え方はいかがなものか、お尋ねをしておきたいと思います。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えをしたいというふうに思います。今現在、住宅ストック活用計画の範囲の

話だろうというふうに思っております。今、議員おっしゃいましたように、住宅の中には、除却

をもう、しなければならない、もう言うたら廃止にしてしまう住宅と、あるいは建てかえ整備を

する住宅と、それから維持保全をする住宅というふうに、三つ出てくるだろうというふうに思っ

ております。この中で、与謝野町の住宅というのは、今、岩滝地域の住宅というのが、ほとんど

が新しい住宅に建てかわっておりまして、どういうんですか、もうこの中でいいますと維持保全

をする住宅ということになろうかと思っております。ただ、前にも申し上げましたけれども、合

併いたしまして、今３４７戸の住宅をしておりまして、それを将来的には３１５までに削減をし

ていきたいというふうなことを申し上げていると思っております。今、言った三つの住宅の中で、

ほとんどがいわゆる建てかえ整備をしなければならない、いわゆる耐用年数がもう来てしまって

いるというふうな住宅でございまして、それを建てかえることによって、今の耐震化を図ってい

くということに、そういうふうな改修の仕方をしなければならないんだろうなというふうに思っ

ております。

したがいまして、今現在この住宅のストック活用計画につきまして、今、鋭意作成させていた
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だいておりまして、先ほど言いましたように、除却する住宅、あるいは建てかえ整備する住宅と、

また維持保全をする住宅ということで、一定まとめさせていただいておりまして、それを今後、

理事者のほうにお示しをさせていただきたいというふうに思っております。

ただ、この中で、建てかえ整備をする住宅につきまして、一定程度ちょっと調整をさせていた

だきたいというふうに思っております。それは、道路整備等影響が出てくる部分の住宅がござい

まして、その部分につきましては、この平成２４年度で道路のほうの予算をつけさせていただい

ておりまして、その道路の法線によって今後の住宅の建てかえ計画というふうなことがもっと具

体化してくるんではないかというふうに思っておりまして、そこの部分につきまして、いわゆる

住宅の平面測量だとか、あるいは道路の線形だとかいったものにつきまして、予算を計上させて

いただいておりますので、この点がまとまれば、今の地域住宅計画を作成するということが可能

になってまいりますので、いわゆる将来の建てかえの部分につきまして、より具体的な方針が出

せるのではないかというふうに思っております。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） この住宅問題と都市計画の問題については、これ、かなり関係がある問題だろう

というふうに思います。これを去年の３月の議会で私、一般質問させていただいたというふうに

思っておりますし、そのときの答弁、あるいはここに去年の１１月に発行されております総合計

画の進行管理という資料の配付がされておるわけですけれども、これの進行管理シートでも、い

わゆる住宅ストック総合活用計画を平成２３年度につくり、今後の住宅建設計画の立案としたい

ということにもなっておりますし、去年の３月の町長答弁でも、「町営住宅の老朽化が進んでい

く中で、耐震強化の問題点、防災面からも早急に取り組む必要があることから、２３年度中には

一定の形として策定していきたい。１０年後の戸数を３１５戸にしたい。」こういう答弁が、私

はあったというふうに思っております。したがいまして、２３年度はもう過ぎるわけですけれど

も、プランが、私は作成されて、この２４年度の予算に何らかのアクションが起こるんではない

かなというふうに、実は期待をしておったわけですが、一向にその気配はないというふうに思っ

ております。

２３７ページでも、いわゆる住宅の維持管理費用が計上されておりますけれども、こういった

中にでもそういう計画がされてないというふうに思うんですが、この２３年度中にプランを作成

するということが言われておるんですが、この辺はできておるんでしょうか。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えをしたいというふうに思います。今さっき言いましたように、除却する住

宅、あるいは廃止にしてしまう住宅ですね、それだとか、あと建てかえ整備する住宅、また維持

保全をする住宅というふうには分けさせていただいておりますが、今、議員るるおっしゃってい

ただきました住宅ストック活用計画の計画につきまして、そこまでの今まとめはさせていただい

ておりますけれども、すべて、もう「こうだ」というふうな計画が最終の建てかえ整備をすると

いう住宅の部分で、もう少しまとまっておりません。それはもう本当に申しわけないと思います

けれども、将来どうしても道路をつけたいというふうなことを考えておりまして、その部分と連

携をしなければ、今の建てかえ整備をするというふうなことが、もう少しはっきりわかりません

ので、そのときまでもう少し時間の猶予がいただきたいというように考えております。
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議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） 道路の関係もあって、いろいろと難しい点もあるし、もう少し待ってほしいとい

うことなんですが、去年の１１月に発行されておる、この管理シートの中でも、２３年度中には

ストック計画をつくるというふうなことが明記してあるんです。この何ていうんです、ベンチマ

ークにはこれが載ってないわけなので、余り重要な施策としては考えておられんのかなというふ

うに思ったりしておるんですが。それから、なお、今回のこの企画財政課が発行しておる財政計

画ですね、これなんかを見ましても、いわゆる町営住宅の建てかえの計画ですね、そういったこ

とはこの中には組み込まれてないというふうに私は思っておるんですけれども、その辺は財政課

長、どうでしょう。その辺は考慮されておるんでしょうか、この財政シミュレーションの中に。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） 町営住宅の維持補修に係るものについては、例年並みで計上している向きは

あろうかと思いますけども、建てかえ計画そのものに伴う予算というのは、それには反映をして

ないというふうに思っております。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） この財政計画でも、やはり考慮されてないと。それから、今、建設課長のほうも、

もう少し、ストック計画さえまだできてないということなんですよね。だから、本当に町として、

町営住宅のいわゆる耐震化を含めて、建てかえ計画というのがしようとされているのかどうか、

私は非常にこの辺を疑わざるを得ないというふうに思うわけです。大変私は町営住宅については

大事なことだろうというふうに思うんですよね。これ毎日そこで生活されてるわけです。この住

宅の一覧表を見ますと相当古いんです、これ。ほとんどが、私は５６年以前の建物ではないかな

というふうに思うんですよね。ですからこれは、やはり早急に取り組んでいただかないと、私は

町民の安全・安心を守る、その責務は果たせないんではないかなというふうに思うわけなんです

けれども、その辺は町長、いかがでしょう。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 町の施設、町営住宅に限らず、そうしたことに対します耐震というのは、大変重

要なことだと思っておりますし、今回ご指摘の町営住宅につきましても、そうしたことについて

は、できるだけ早く取り組む必要があるというふうに思っております。今そうした中で、大体、

耐震、先ほど課長が言いましたように、取り壊すべきもの、新しく建てるもの、そして修繕して

いくものの大枠のあれはできているけれども、具体的にどうするというところまで、なかなか至

ってないということでございますので、できるだけ早い時期にそれらが仕上がるように指導して

まいりたいと思います。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） 私はできたら、２７年度、多少これはまたほかの補助金でいけるんかもしれんけ

ども、合併特例債がある間に、ある程度されたほうがよかったんではないかなという気はしてお

りますけども、どちらにしても、やはり町民の安心・安全を守るという立場からも、防災面、あ

るいは財政面からも非常に重要な施策だろうというふうに思っておりますので、やはりスピード

感を持って、ひとつ事に当たっていただきたいなというように思います。

これには、もう一つ都市計画が、私はひっついていくのが本当はいいんではないかなというふ
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うに思うんですよね。それで、都市計画についても、私、質問しておりますけれども、いわゆる

国の施策が国会で決まらないということで、準都市計画ということで進めているわけですけれど

も、そういったことで京都府の指導もあり、これはなかなか都市計画も決定ができないというふ

うに言われておるわけですけれども、やはり都市計画とあわせて、この住宅問題についても、や

はり検討していく必要が、両面から私はあるんではないかなというふうに思っております。

しかしながら、今の国の状況を見ますと、都市計画は、その法律ですね、いつまでたっても決

まらんのやないかなというふうに私は思います。ですから、準都市計画策定の決定を、私は町独

自でもできるんではないかなというふうに思っておるんですけれども、そこら辺の見通しといい

ますか、都市計画の見通しなんかはどのようになっとるんでしょう。建設課長にお尋ねをしてお

きたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えをいたします。今の都市計画につきましては、議員の一般質問にもござい

ましたように、今おっしゃっていただきましたように、国の都市計画小委員会のほうでは、まだ

今の土地利用の関係について、審議がされておりません。この３月にも都市計画の関係の課長会

議がありまして、そのときに今の国の動向についてどういった状況なのかというふうなことを聞

いてきておりますけれども、今さっき申し上げましたように、なかなか今の都市計画の小委員会

では、まだそこの部分の議論がされていないというふうな状況でございます。したがいまして、

今、議員がおっしゃっていただきましたように、今の岩滝地域の部分と加悦・野田川地域の部分

というふうなことで、いわゆる不公平感、あるいはそういったことが起きているというふうなこ

とは、前のご答弁をさせていただきましたように、そういった不平等が起きているということは

わかっております。だから今、申し上げましたように、準都市計画区域を今、一遍にしてしまう

のがいいのか、そこのところはもう少し国の動向を見ていきたいというように思っています。と

いいますのは、これによって相当今まで旧加悦でも野田川でも広がっていくというふうな関係の

部分ができるだけ、まあ言うたら町道に近いところの部分にというふうな格好になってきますの

で、今まで広がる傾向があったものを、どういうんですか、どっちか言うたら今の現状のまま置

くというふうなことになってきますので、その辺のところにつきましては、もう少しそういった

状況を見計らわせていただきたいというふうには考えております。

ただ、今、議員おっしゃいましたように、いつまで待てるのかというふうなことにつきまして

は、本当にどこかで判断をさせていただいて、この準都計なり、そういった方向性を探るべきこ

とではないかというふうには思っております。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） 国の政策とも絡んで非常に難しい問題ではあろうと思いますけども、やはり同一

町になった、同じ町の中で、やはり不公平感も出ておるわけなんで、そういったことも含めて、

また町営住宅については、やはり安心・安全の面からも、さらには財政面からも非常に重要な、

私は施策だろうというふうに思っております。したがいまして、住宅施策と、それから都市計画、

この辺については、十分一つご検討いただいて、早急にその辺のプランを立てていただいて、実

行していただくように、一つお願いをしておきたいなというふうに思います。もうこれ以上のこ

とは申しませんので、一つお願いをいたしまして、終わりたいと思います。
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議 長（井田義之） ほかに質疑はありませんか。

１０番、山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） それでは、当初予算に関する２度目の質疑をさせていただきたいと思います。先

日、企画財政課長のほうから、日を改めましてゼロ予算事業の件でご報告をしていただきました。

そのゼロ予算事業に関する質疑から入りたいんですけれども、その報告によりますと、平成

２４年度のゼロ予算事業というのは、全部で１１件あるということなんですが、今回、当初予算

の編成に当たって、課内で議論をされたゼロ予算事業というのは、どの程度あるものなんでしょ

うか。

議 長（井田義之） 浪江企画財政課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。ゼロ予算事業は、通常の業務と表裏一体のところがござ

います。したがいまして、ここには１１上げさせていただきましたけれども、通常の業務がどこ

までを指して、ゼロ予算事業がどこからなのかという線引きが非常に難しいところがございます。

したがいまして、これは今回、新たなものは上がってきておりませんけれども、常々歩きながら

職員が予算を伴わない形であってもやれることはやっていくと、そういう姿勢で常々おることに

よって、途中から生まれてくるということもあると思います。一定、スタート時点では例年の形

を踏襲しようということで、このようにさせていただきましたが、今後そういったことに心がけ

ていきたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ただいまご答弁いただきましたように、通常の業務とゼロ予算事業の違いという

のは、私も、明確にどのように図っていくのかなと疑問に思っていたんですけれども、いずれに

いたしましても、今後、創意工夫を込めたゼロ予算事業の開発というのを、重要になってくる一

つの事業なのかなというふうに思っていて、このゼロ予算事業、明確に本町の事業として位置づ

けると、そして推進をしていきますというような方向づけというのが、まず必要になってくるの

かなというふうに思うんですが、この点についてどのようにお考えになっていらっしゃいますで

しょうか。

議 長（井田義之） 浪江課長。

企画財政課長（浪江 学） お答えいたします。正直申し上げまして、日ごろの業務が本当に複雑、そし

て多様化をしております。そういう中で、なかなか新たなものを生み出していくという時間的、

それから精神的余裕というのが、なかなか職員に、だんだん人員も減っていくという中で、ない

というのが現実です。心に余裕を持って仕事をさせていただけるというところが、なかなかきつ

いことになってきてるという実態がございますので、なかなか新たな発想ということが生まれに

くい点はありますけれども、そうでありましても、ぜひいろんなアイデアを職員が出しながら、

あいた時間にできることをしていくと、そういう意識を持つということが非常に大事かと思いま

すので、そういう中で何か一つでも二つでも、ゼロ予算事業、新たなものが出てくればおもしろ

いなというふうに思っております。具体的な答弁にはなりませんが、そういった気持ちを持つと

いうことが非常に大事だろうということで、ご答弁とさせていただきます。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ご答弁ありがとうございました。いずれにいたしましても、今後、一つでも二つ
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でもおもしろいなと思えるような事業ができればいいのかなというふうに思っておりまして、今

後とも引き続きこの点に関しては、議論していただきたいなというふうに思います。

次に、予算書の１９９ページの企業立地推進事業について、お伺いしたんですけれども、まず、

当初予算の資料において、商工観光課から出されている、その方針といたしましては、誘致企業

との関係性を深めていくといったような趣旨の事業なのかなというふうに思ったんですけれども、

どのような企業を誘致していくのか、というようなビジョンが必要なのかなと思っております。

どのようにお考えになってらっしゃいますか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 企業誘致につきましては、何回もいろんな機会ごとに答弁をしておりますけ

れども、なかなか京都北部においては実現しない状況にございます。しかしながら、一定の方針

を持ちながらやっていきたいという気持ちはございます。一番最初に私どもが思っておりますの

は、企業を選択するような余地はないんじゃないかという意見もございますけれども、やはり基

本的には、きょうまでに培ってこられました、いろんないわゆる技術がすぐ誘致企業に反映でき

るような企業、いわゆる繊維産業というものについては、やっぱり着目を置かなければならない

と思いますし、そういう産業について、オファーがあれば、積極的に取り組みたいと思いますし、

もちろんほかの、あるいはサービス業も、もしかしたらいろんな形の中で誘致にかかわってくる

可能性もあるかなというふうに思いますが、やはり基本は製造業の中で地域雇用が創出できるよ

うな企業が来ていただけるようなことになるのが一番望ましいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） この地域が培ってきた技術をベースとして誘致するというような方針というのは、

とても大切だと思うんですが、実際それができるのかといったときに、非常に厳しいと私は思う

んです。今、課長がおっしゃいました製造業をベースにした企業を誘致したいとのことですが、

私はその発想をちょっと転換をしてみる必要があるのかなというふうに思っております。

そこで、私が提案を申し上げたいのは、東京をベースとするＩＴ企業のサテライトオフィスの

開設というような観点から、誘致企業の政策を進めることというのは、私は可能だと思っている

んですね。というのは、最近、徳島県がこの点については力を入れていまして、かつ実績も積ま

れてきている状況があるというふうに聞いております。その実績については、７社ほどの東京を

中心に活動するＩＴ企業が、徳島県の神山町、これは人口が６，０００人にも満たない小っちゃ

な町なんですけれども、にサテライトオフィスを開設をしているというような状況がある。その

理由の一つとしては、神山町のネット環境が非常に全国屈指のものであるということがまず第

１点に挙げられるようです。この点に関しては、これまで与謝野町も情報通信の基盤整備につい

ては相当な投資をしてきたことですし、点としてはクリアできるんじゃないかなというふうに思

うんです。この点について、ご見解が何かおありでしたら、ご答弁いただけますか。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） 企業誘致に係る概念を入れかえるという新たな発想でということについては、

私も非常に共鳴する部分がございます。具体的にどういう手法をとっていくかということについ

ては、なかなか私自身の中に知識がないんですけども、先進地なんかの事例も何回か、私もそう

いう成功事例の企業さんともお出会いさせていただいておりますので、その辺、私が与謝野町内
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でネットが組めたらなというふうには思っておりますけれども、なかなかその機会にきょうまで

に当たっておりません。今後も課を挙げて、そんな機会があれば積極的に参加することが望まし

いというふうに思っておりますし、理事者も以前から言うておられますように、丹後人会とかネ

ットワークの中で、そういうネット企業という部分の企業誘致もありかなというふうに思ってお

りますので、そういう意識を持って取り組んでいただくような方向で、課内では調整をしていき

たいというふうに思っています。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） 今後、検討していきたいというようなご方針でしたけれども、このＩＴ企業のサ

テライトというのは、本社を東京に置きながら、例えば２０人ぐらいのチームを移動させていく

というようなものなんですけれども、例えば与謝野町にそういった企業が来た場合、やはり行政

側として対処できるジャンルのものとしては、恐らく住宅の件に係ってくるのかなというふうに

思うんですね。この空き家だったり、古民家を利用促進していくべきだというような議論は、今

回の定例会においてもなされてきましたけれども、この点については、行政側としてはどのよう

な方向性をとっていくというような明確なものはなかったんじゃないかなというふうに思ってい

ます。この誘致を促進していくという事業自体は、企業を誘致すればいいというだけではなくて、

その企業が来た場合、より企業が暮らしやすい環境の中で仕事ができるというような整備も必要

になってくると思うんです。なので、商工観光課がこれから誘致企業、そのＩＴ企業に働きかけ

をされると同時に、こちらとしては住宅に関する施策も同時にしていかなければいけないという

ように思うんですが、これから今やっていかれるというようなご答弁でしたけれども、ほかの課

との調整をされながらやっていかなければいけないと思うんですけれども、そのときにどのよう

な調整をしながら行っていかれるのか、その点についてお伺いいたします。

議 長（井田義之） 太田課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。誘致関係に係ります与謝野町の施策といたしましては、

いわゆる従来の企業誘致に係る、バックアップに係る奨励制度がございます。それと、小さな部

分ですけれども、企業立地、いわゆる大きな企業を誘致するんではなくて、小さな企業でも、私

どもは、今、言われましたように空き工場、空き店舗等も活用しながら進出をいただくというた

めの施策を持っております。そういった中で活用していくということについては、一定の制度化

ができているのかなというふうに思っておりますけれども、それに伴います環境整備、来られた

方の環境整備ということにつきましては、私ども所管の思いとしましては、住環境を整えていく

ということも誘致の一つの奨励の方法だというふうに思っておりますので、そういうこともあわ

せて、便宜供用をどこまで図っていくかということだというふうに思いますけれども、そのあた

りも意識はしております。

ただ、具体的にそれぞれの所管の施策がございましたり、それからルールがございますので、

その辺は正直なところまだまだ議論に至ってないというふうに思いますけれども、ご提案として

受けとめまして、その辺も横の連携を図っていくということも、いわゆる立地制度の中で検討も

していけるんじゃないかなというふうに思っています。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） 私は今ご提案申し上げました、本社を東京に置くＩＴ企業の次なる事務所の誘致
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をしていくべきだというふうに言いました。それは、ネット環境を整えていくということも、も

ちろんやっていかなければいけないんですけれども、誘致をされる側、つまりＩＴ企業のほうの、

今の気分といたしましては、私が感じる程度のものなんですけれども、東京から動きたいという

ふうに思ってる企業が恐らく多いんではないかなというふうに思っています。それは、東日本大

震災を受けて放射能の影響などが、やはり危惧されていらっしゃる方々で、かつ動いても営利活

動ができる分野といたしましては、私はネット環境、ＩＴ企業の関連なのかなというふうに思っ

ております。これから商工観光課の中で、議論を行っていただけるというようなことなので、こ

れは太田課長が退職をされたときにも、しっかりと引き継ぎをお願いしたいなというふうに思っ

ています。

次に、質問を変えさせていただきたいというふうに思います。２３５ページ、これまでにも同

じような議論がなされてきたと思うんですが、再度お伺いしたいと思いますのは、都市公園整備

事業、阿蘇シーサイドパークの整備計画の関係です。先日からの議論の中で、もう町の方向性は

決まっているというようなことでしたが、私が今回、質問をさせていただきたいのは、この設計

審査委員会と、今回の町の提案にかかわる点であります。今回、町が提案をされました件につい

て、審査会においても提案がなされたと思うんですが、その会議というのは１カ月前ぐらいだっ

たと聞いておりますが、その状況について、ご報告いただけますか。

議 長（井田義之） 西原建設課長。

建設課長（西原正樹） お答えをしたいというふうに思います。設計審査委員会は、平成２４年の２月

２４日の日に開催をさせていただきました。議題は平成２３年度の整備内容分と、あるいは、こ

の平成２４年度に行いたい都市機能用地について、議題というふうなことで進めさせていただき

ました。

まず、そういうふうな点から委員会をさせていただきまして、平成２３年度の部分につきまし

ては、遊具を設置したいというふうなことで、委員会のほうにご提案をさせていただきまして、

以前から八丁浜の公園のほうにも行っていただきました。子供たちにとって人気のある遊具とい

うふうなことで、設置案につきまして説明をさせていただきまして、このことについてご了承を

得たというふうな内容になっております。

それから、都市機能用地の関係についてでございます。これにつきましては、前から箱物は建

てないというふうなことで一定まいりました。ただ、前にも申し上げましたけれども、平成

２３年の２月だったというふうに思っておりますけれども、出前講座を商工会のほうからやって

くれというふうな内容がございまして、今の都市機能用地の町の考え方につきまして、説明をさ

せていただきました。その中では、もっと集客ができるような施設をというふうなご提案もあっ

たというふうに思っております。ただ、だれがするんだというふうなことを、ある商工会の関係

の方が言われますと、具体的なプランもないというふうなこともございまして、それ以上の意見

が出てこなかったというふうな内容でございました。

町のほうといたしましては、そういうふうな箱物の施設はつくりませんというふうなことを申

し上げておりましたので、それをそのまま平成２４年度にも持ち越しをさせていただいたという

ことでございます。

その中で、具体的にこの２月２４日の日に今の都市機能用地の部分につきまして、町のほうと
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しては、一定もう今の状態をずっと続けておくというふうなこともできませんので、今の箱物は

つくらないというふうなことを基本にいたしまして、あそこの土地自体も今どういうんですか、

土のまま残っているというふうな状況でございまして、これの部分を前々から言われておりまし

たように、ほこりがたちにくいような格好で整備をしていきたいというふうなことから、今回、

芝を張らさせていただいて、そういったグラウンドゴルフでもできるような施設整備をさせてい

ただきたいというふうなご提案をさせていただきました。

ある委員さんのほうは、どういうんですか、この設計審査委員会でそういったことの部分で説

明をさせていただきますと、「猪突と違うか」というふうなこともおっしゃる委員さんもござい

ました。しかし、町といたしまして、じゃあそしたら、ずっとそのまま置いとくのかというふう

なこともできませんし、一定、箱物をつくらないというふうな状況からいたしますと、いわゆる

皆さんがそうやってグラウンドゴルフでも、そういったことができる施設の部分が、一番お金も

かかりませんし、そういったことで整備をさせていただくのが、あの周辺の方々も、「箱物の施

設はちょっと困るんですよ」というふうなこともお聞きをしておりましたので、町としてそうい

った御提案をさせていただきました。

すべての委員さんが、特にそうやって「猪突とちゃうか」というふうなことの委員さんにおか

れましては、「もっと違う方法も検討したらどうだ」というふうなこともございましたけれども、

「じゃあそしたら、何をするんですか」というふうなことをお聞きしますと、舗装して置いてお

くというふうなこともありましたけれども、舗装するというても、なかなかお金もたくさんかか

りますし、それから、目的を持ったというふうなことが、なかなか目に見えてこない中で、こう

いったご提案をさせていただいて、お願いをして、この委員会のほうで、こういった格好で整備

をしていくんだというふうになったわけでございます。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ただいま課長のほうから、２月２４日に行われました設計審査委員会のご報告を

受けたわけですが、そもそも、この設計審査委員会というのは、審査をする委員会かと思うんで

すが、どのようなことを担う、そういった委員会だったんでしょう。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） これは合併する前から設計審査委員会があったというふうに聞いております。合

併しましたときに、旧加悦地域なり、野田川地域の委員さんをというふうなご提案もいただきま

したけれども、阿蘇シーサイドパークの部分が、もうその当時８５％以上の進捗がしておりまし

たので、今さら加悦や野田川のほうから委員さんを出しても、なかなかどういうんですか、旧岩

滝町からのそういったコンセンサスだとか、いわゆるこういう目的で整備したいんだというふう

なことが、なかなかわからないというふうなことから、旧岩滝町の区長さん、あるいはまた、社

会福祉協議会、それから老人会、農業委員会、婦人会、そういった皆さんに寄っていただきまし

て、主に阿蘇シーサイドパークの施設整備について、ご検討いただくというふうにしておりまし

た。ただ、その横の、都市機能用地の部分につきましても、ご検討してほしいと、当然まあ言う

たら横にそういった広い公園がございますので、それらと一体的にこの整備をしていくのが一番

ベターではないかというふうに思っておりまして、この都市機能用地の部分につきましても、設

計審査委員会のほうで、その施設整備の方向性だとかそういったことにつきまして、ご議論をし
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ていただいておるというような状況でございます。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ただいま都市機能用地の検討も、その設計審査委員会でしていただいているとい

うことなんですけれども、この都市機能用地の協議がスタートしたのはいつごろだったんでしょ

う。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） 都市機能用地の協議につきましては、平成２３年の今の遊具の設置をさせてもら

うときの中で、都市機能用地の部分につきましても、一定、町の方針として、「こういうふうな

ことを考えてます。」というふうなことを申し上げておりました。そういったことを受けて、こ

の商工会のほうから、いわゆる出前講座を開いてほしいんだというふうなご提案があったという

ふうに記憶をしております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） これは平成２３年のいつですか。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） ちょっと時期までは覚えておりません。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ２月２４日以前に行われた最後の委員会というのはいつだったんでしょうか。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） お答えをいたします。今ちょっとその資料を持ってきておりませんので、ちょっ

とお時間をいただきたいというように思います。

議 長（井田義之） 山添議員。次は質問できませんか、その日にちがわからないと。

山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） それでは、今、日にちがわからないというようなことだったんですが、都市機能

用地の使用の議論というのは、平成２３年度に始まったと、そして今、平成２４年の３月なので、

その間、議論が行われたのかなというふうに思うんですけれども、この議論の経過といいますか、

その内容について、十分なものがなされたというふうに思ってらっしゃいますか。

議 長（井田義之） 西原課長。

建設課長（西原正樹） 町のほうは今の箱物はつくらないというふうなことを申し上げておりましたので、

一定、箱物じゃないということになりますと、そういった、あの辺の住民の皆さんの、荒れて風

が吹くとほこりがたつというふうなことを考えますと、いわゆる緑化をして、そういうふうなこ

とを防ぐと同時に、どういうんですか、今の阿蘇シーと同様のそういった施設を一定整備をする

というふうなことが、一番ベターではないかというふうに、私どもとしては考えておりました。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） この質疑を始める前に、私は今回、提案がなされてた町の方針と、設計審査委員

会の関係についてお伺いしたいというようなことを申し上げました。それは、やはり町が提案す

る提案の内容についても、しっかりと委員会の中では議論がされるべきだというふうに思ったか

らです。２月２４日以前に行われた会議がわからなかったということなので、私はそこまでしっ

かりとした議論がなされてなかったのかなというふうに思わざるを得ませんということです。
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議 長（井田義之） 質問を続けて。

１ ０ 番（山添藤真） 私が聞いているのは、２月２４日以前に行われた審議会というのは、１年間ぐら

いは開かれてなかったというようなことだったんですけれども、その点を確認させていただいて、

どのような議論がなされたのか、さらに確認をしたかったんですけれども、今この質疑において

はできないようなので、これ以上質疑はしません。

議 長（井田義之） ちょっと待って。西原建設課長、わかったら答弁してください。

建設課長（西原正樹） 済みません。都市機能用地の今の設計審査委員会でございます。平成２２年の

１２月に設計審査委員会を開いておりまして、それ以降、今の平成２３年の２月に与謝野町の商

工会のほうから出前講座があったというふうなことでございます。したがいまして、平成２２年

の１２月に今のこの設計審査委員会を開かさせていただいております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ただいま町のほうでは、幾つかの審議会なり委員会を町民の方々が参加する形で

立ち上げていらっしゃる状況だと思うんですが、やはり委員会を立ち上げられた以上は、しっか

りと議論をしていただくために、行政のほうも整備をしていただかなければならないのかなとい

うふうに思っております。

以上で質疑を終わります。

議 長（井田義之） 本日の会議はこの程度にとどめ、延会したいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認めます。

よって、本日はこれにて延会することに決定しました。

この続きは、３月２７日午前９時３０分から開議しますのでご参集ください。

（延会 午後 ４時４９分）


